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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(１)連結経営指標等

回次 第7期 第8期 第9期 第10期 第11期

決算年月 平成16年12月平成17年12月平成18年12月平成19年12月平成20年12月

売上高 (千円) 700,152990,1281,240,2061,136,9011,116,180

経常利益又は経常損失(△) (千円) 118,39811,058△36,763△470,282△386,232

当期純利益又は当期純損失(△) (千円) 97,20610,043△375,265△1,161,867△1,196,395

純資産額 (千円) 304,932956,7261,239,601467,805△570,862

総資産額 (千円) 637,3921,852,3242,099,4931,172,678294,331

1株当たり純資産額 (円) 28,498.3957,983.4426,399.217,605.32△8,705.98

1株当たり当期純利益金額又は1株当
たり当期純損失金額(△)

(円) 10,220.39853.14△9,583.36△22,180.67△18,735.54

潜在株式調整後1株当たり
当期純利益金額

(円) ― 744.31 ― ― ―

自己資本比率 (%) 47.8 51.6 57.6 38.8 △198.3

自己資本利益率 (%) 31.8 1.6 ― ― ―

株価収益率 (倍) ― 283.6 ― ― ―

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 235,75418,314△130,046△372,5127,151

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △333,972△275,225△1,018,459△153,19117,567

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 155,1591,096,803584,252224,296△41,687

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) 64,580904,472340,21938,81121,843

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
31
(25)

56
(31)

81
(11)

26
(4)

34
(9)

(注)１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。
２ 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、第7期は新株予約権残高がありますが、当社株式は非上 
 場であったため、記載しておりません。第９期、第10期及び第11期は１株当たり当期純損失であるため、記載
 しておりません。

３ 自己資本利益率について、第９期、第10期には当期純損失が計上されているため記載しておりません。第11期 
 は、自己資本がマイナスであるため記載しておりません。

４ 第７期の株価収益率については当社株式が非上場であったため、記載しておりません。第９期、第10期及び
 第11期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。

５ 第９期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日企業
 会計基準第5号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会平
 成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

６ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、１年間の平均人員を( )外数で記載しております。
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(２)提出会社の経営指標等

回次 第7期 第8期 第9期 第10期 第11期

決算年月 平成16年12月平成17年12月平成18年12月平成19年12月 平成20年12月

売上高 (千円) 433,620827,690737,930462,839253,617

経常利益又は経常損失(△) (千円) 96,00128,233△17,779△286,479△36,291

当期純利益又は当期純損失(△) (千円) 84,88113,383△313,568△1,203,656△1,007,702

資本金 (千円) 159,750410,500568,480768,480798,486

発行済株式総数 (株) 10,70016,50046,95658,219 67,033

純資産額 (千円) 292,607947,7411,261,000457,341△392,844

総資産額 (千円) 546,6191,534,3321,913,8021,056,99714,938

1株当たり純資産額 (円) 27,346.5357,438.8526,854.947,855.53△5,860.47

1株当たり配当額
(うち1株当たり中間配当額)

(円)
―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

1株当たり当期純利益金額又は1株当た
り当期純損失金額(△)

(円) 8,924.541,136.77△8,007.77△22,978.88△15,780.62

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金
額

(円) ― 989.64 ― ― ―

自己資本比率 (%) 53.5 61.8 65.9 43.3△2,629.8

自己資本利益率 (%) 29.0 2.2 ― ― ―

株価収益率 (倍) ― 212.9 ― ― ―

配当性向 (%) ― ― ― ― ―

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
3

(―)
9

(―)
21
(―)

16
(―)

3
(―)

(注)１  売上高には、消費税等は含まれておりません。
２  潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について、第7期は新株予約権残高がありますが、当社株式は非上場
  であったため、記載しておりません。第９期、第10期及び第11期は１株当たり当期純損失であるため、記載し
  ておりません。

３  自己資本利益率について、第９期、第10期には当期純損失が計上されているため記載しておりません。第11期
　は、自己資本がマイナスであるため記載しておりません。

４  第７期の株価収益率については当社株式は非上場であったため、記載しておりません。第９期、第10期及び
　第11期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。

５  １株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施しておりませんので記載しておりません。
６  第９期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業
  会計基準第5号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会　
　平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

７  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、１年間の平均人員を( )外数で記載しております。
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２【沿革】

株式会社DPGホールディングスの企業集団に係る経緯は、次の通りであります。

年月 概要

平成10年６月 データベースの付加価値販売を主たる業務とする株式会社データプレイスを東京都港区に設立。

平成10年10月株式会社東京商工リサーチ(TSR)90万社企業情報のインターネット検索サービスを開始。

平成11年11月

 

エム·エイチ·エスアンドカンパニー有限会社のＭ＆Ａ専門データベース「コーポレイト·トレ
ンズ」の提供を開始。

平成15年２月

 

アラーム管理ソフト(開発元 オックス情報株式会社)を使った倒産確率分析をインターネット上

で提供開始。

平成15年10月取引先総合与信一覧表作成サービス提供開始。

平成16年２月 株式会社マイトベーシックサービス及び株式会社アイ·トラストを子会社化。

平成16年２月

 

PDFからXMLへの変換ソフトウェアである、PDF2XML(開発元 米国XML Cities,Inc.) の日本における総販売代理権を

取得。

平成16年７月 与信情報の変化を知らせる、「お知らせサービス」の提供開始。

平成16年12月集中決済の調査会社株式会社アイ·トラストを吸収合併。

平成17年８月 企業情報サービスの専門サイト「知っトク.JP」を開始。

平成17年11月名古屋証券取引所セントレックス市場に上場。

平成17年12月株式会社エムタックを連結子会社化。

平成18年６月 株式会社販路開発を連結子会社として設立。

平成18年８月 クロス·エー株式会社を連結子会社化。（現連結子会社）

平成18年８月 グリーンネットワーク株式会社を連結子会社として設立。

平成18年10月株式会社セールス·サポート·サービシーズを連結子会社化。

平成18年10月株式会社エアフォルクを連結子会社化。（現連結子会社）

平成18年12月株式会社日本ヘンプを連結子会社として設立。

平成19年１月 上海琥鋭信息技術有限公司(上海クロス·エー)を連結子会社として設立。

平成19年６月 株式会社販路開発を売却、グリーンネットワーク株式会社を持分法適用に変更のため連結除外。

平成19年９月

 

株式会社マイトベーシックサービス及び株式会社エムタックを売却、株式会社セールス·サポー

ト·サービシーズは清算開始のため、連結除外。

平成19年12月株式会社日本ヘンプ及び上海琥鋭信息技術有限公司(上海クロス·エー)を売却のため連結除外。

平成20年３月 株式会社フォト·ウェーブ及びミッション・ステートメント株式会社を連結子会社化。

平成20年４月 会社分割し純粋持株会社体制へ移行。株式会社DPGホールディングスに商号を変更し、全事業を新

設子会社データプレイスへ移管。

平成20年４月 電話番号使用状況履歴による、なりすまし詐欺判断サービス「Bellチェックサービス」提供開始。

平成20年７月 特許情報検索サービス『PATOLIS』のパトリス社と業務提携、特許情報と企業情報の連携サービス

を開始。

平成20年８月 株式会社インターネットペイメントサービスを非連結子会社化。

平成20年11月株式会社フォト·ウェーブ、ミッション・ステートメント株式会社及び株式会社インターネット

ペイメントサービスの全株式売却のため、連結除外。
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３【事業の内容】
当社グループは、当社(株式会社DPGホールディングス)、連結子会社３社(株式会社データプレイス、クロス·エー株式

会社、株式会社エアフォルク)により、データベースの流通とインターネット事業を営んでおります。当社が経営戦略を
立案、管理体制を構築し、連結子会社は市場を開拓し、事業を推進します。当社グループの現在の事業領域は以下のとお
りであります。

事業区分 主な事業内容 当社および関係会社

企業情報事業 ·企業の与信情報等(企業情報、倒産確率分析、与信リスク

  分析表、兆し情報等)を主にインターネットを通じて提供

当社

㈱データプレイス(※１)

ＸＭＬ事業 ·内部統制に対応したＸＭＬ文書管理システムの提供

·総合病院向け医事会計、オーダリングシステムの開発及

  び保守サポートを中心としたメディカル事業

当社

㈱データプレイス(※１)

コンシューマー事業 ·バイオディーゼル燃料精製機の普及促進事業(※２) 当社

㈱データプレイス(※１)

システム事業 ·データの変換·処理·蓄積受託業務

·特定顧客向けシステム、組込ソフトの開発及び保守

·アフィリエイト(※３)(成果報酬型広告)の企画·運営

当社

㈱データプレイス(※１)

クロス·エー㈱

㈱エアフォルク

(※１)当社は、平成20年４月１日付で会社分割を行い、株式会社データプレイスから株式会社DPGホールディングスへ商

号変更し、純粋持株会社体制に移行しております。同日付で新設分割した株式会社データプレイスが、全事業を引

き継いでおります。

(※２)バイオディーゼル燃料:(Bio-Diesel-Fuel:BDF)動植物油(ラード、菜種油、ひまわり油、コーン油など)から作られ

る経由代用燃料です。CO2(二酸化炭素)の増減に影響を及さない性質でバイオマスを利用した地球に優しい次世

代燃料です。欧米では、自家用ディーゼル車普及率が50%以上なので、国家プロジェクトとして開発·実用化され

ています。

(※３)「アフィリエイト·プログラム」の略で成果報酬型のインターネット広告であります。ホームページ等で広告掲

載者が、企業等の広告主サイトへリンクを張り、インターネットユーザーがこれを経由して商品を購入すると、広

告主から広告掲載者に報酬が支払われるシステムのことであります。
　　　　　 なお、当連結会計年度に連結子会社となった、株式会社データプレイスの概要については、下記のとおりでありま
す。

名称 所在地 資本金
(千円) 主要な事業

議決権の所有
割合(%)

関係内容

㈱データプレイス 東京都港区 10,000データベース流通·販売 100.0
役員の兼任

(４名)

（注）平成21年２月２日開催の取締役会において、株式会社データプレイスの株式売却が決議され、翌期以降、株式会社

データプレイスは連結除外となることが決定されております。

 

上記の区分は、事業の種類別セグメント情報における事業区分と同一であり、それぞれの事業の内容は以下のとお
りであります。

　 (１) 企業情報事業

企業情報事業は、企業の与信情報や見込みユーザーリストを主にインターネットを通じて提供する事業であり、
サービスメニューとしては以下のようなものがあります。
①企業情報の提供
新商品のマーケティングなどに際して、株式会社東京商工リサーチの120万社の企業情報から業種、企業規模など
による絞込みを行い、必要な情報をメディアに保存して顧客宛送付する外、ポータルサイト「知っトク.JP」のオン
ライン照会も可能です。また、効率的な新規顧客開拓のために詳細な条件による絞込み検索代行も行っています。一
方、中国の企業情報や産業情報についても独自ルートにより、正確かつ迅速にコンテンツを入手し、「知っトク.中
国（チャイナ）」から検索可能となっております。最近活性化している企業のＭ＆Ａに関する過去16年間の実績情
報をエム・エイチ・エスアンドカンパニーより供給を受け、サービスを提供しています。
②与信リスク分析表（ポートフォリオ表）の作成
顧客の販売先や仕入先の信用リスクを分析し、顧客にとって最適な与信ポートフォリオを提案するサービスで
す。財務データが入手できない取引先に関しても、一定のルールにより類似会社の信用リスクに近似させるという
当社独自の計算モデルを開発しています。
③兆し情報の提供
取引先の与信情報に変化があった際に、電子メール等の手段でその旨と変化の内容を通知するサービスです。市
販の財務会計・販売管理などのアプリケーションソフトに登録された顧客情報を使って、複数のデータベースから
の信用情報の変化発現を日次で自動的に配信する仕組みを構築しております。（特願　2004－147953）
以上のように、単なる情報参照ニーズからより高度な分析ニーズまで幅広く対応可能な総合的な与信管理サービス
や企業リストを提供しております。また、企業情報に関連して、財務データの国際標準フォーマットであるＸＢＲＬへ
の対応も準備しています。これは、従来の企業情報は人が間に入っての解釈・再入力を前提としていましたが、ＸＭＬ
時代の情報流通はアプリケーション間での自動連携が実現するという想定の下、これを実現するための技術開発と
サービスを、ＸＭＬ事業と連携して提供します。
　さらに、企業情報をより使いやすくするための新しいインターフェースを準備しています。
現在の情報検索は、当社のサービスを含めて検索サイトを訪問し、所定の認証、ログオン後、準備された入力用の窓か
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ら企業名とかキーワードを入力しています。マイクロソフトExcel、Wordを使って文書を作成する過程で企業名を記述
する、メールで新規取引先についてのやり取りが発生する。こうした状況において使っているソフトから企業検索を
行うような仕組みです。順次提供していきます。

　　 (２) ＸＭＬ事業

ＸＭＬ（eXtensible Markup Language）とは、データをネットワーク経由で送受信し、特定のプラットフォームに
依存しない形でのデータ交換を行うためのメタ言語（言語を作る言語という意味）として、広く産業界からも注目さ
れています。ＸＭＬは、Ｗｅｂサイト上での情報交換、企業内外の情報システム間の柔軟な連携、企業内文書の保管・
検索・管理等の分野における共通の仕様になると考えられています 。現在の主流であるHTML
（Hyper Text Markup Language）との比較では、人手を介することなくアプリケーション間でデータの交換が実現で
きるようになることが最大の特徴です。ＸＭＬの具体的な利点としては、以下のようなものがあげられます。
①　テキストで表現できない数式やベクトル画像などの情報交換には、目的別の専用言語を作成することができま
す。数式を表現するＭａｔｈ ＭＬ(Mathematical Markup Language)、ベクトル画像を表現するＳＶＧ
(Scalable Vector Graphics) 、ビジネス情報を記述するＸＢＲＬ(eXtensible Business Reporting Language)など
があります。
②　特定の文書作成ソフトで作成したファイルをその固有の様式で保存すると、作成したアプリケーションが何ら
かの理由で使用できなくなった場合、復元は困難です。ＸＭＬで保存した文書であればどのようなアプリケーション
でも復元が可能となります。
③　ＸＭＬは、特別な様式をもたない普通の文字列で記述されます。したがって、どんな基本システム・アプリケー
ションでも読むことができます。タグといわれるラベルに含まれるデータの内容などを記述する規則になっているた
め、これを見るだけで人手を介することなく自動的な処理が可能となります。
株式会社データプレイスでは、参照を目的とした電子文書の標準形式であるＰＤＦをＸＭＬに変換する市場開拓を
狙い、米国ＸＭＬ Cities,Inc.が開発したＰＤＦからＸＭＬへの変換ソフトウェア（ＰＤＦ２ＸＭＬ－ＳＤＫ）の日
本における総販売代理権を三菱商事株式会社より取得し、ＸＭＬ事業を展開してきました。学術論文の自動変換につ
いて一定の成果を作りましたが、期待レベルには達しませんでした。 
ＸＭＬが技術的な標準であることは明らかであり、マイクロソフトOFFICEからのXML変換へのシフトを行い、継続して
ＸＭＬを当社の基幹技術として普及・拡販を図っていきます。

　　 (３) コンシューマー事業

コンシューマー事業は、インターネットや携帯電話を利用したより効率的な情報収集と活用のスキームを提供する
事業であり、一般消費者を最終ユーザとして意識しております。具体的には、①携帯電話を使った出退勤管理システム
や消費者の個人特性の評価と行動ガイドの提供サービス、②教育機関との連携による学力診断及び履歴データベース
構築などがあります。いずれも特定顧客との連携によってサービスレベルの向上に努めています。

　 (４) システム事業

システム事業は、顧客システムの全部又は一部の開発及びメンテナンスを行う業務と、顧客データの変換・処理・
蓄積を行う業務に大別されます。具体的には、クライアントサーバーシステムやネットワーク関連システムの設計・
開発・運用・保守管理及びデータの入力に関する受託業務であります。データベースの流通事業にとって、データ処
理技術は必須の要件ですので、他の事業の推進上必要不可欠な事業となっております。
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〔事業系統図〕
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４【関係会社の状況】

名 称 所在地

資本金又は

出資金

(千円)

主要な事業

の内容

議決権の所有

(被所有)割合

(%)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

株式会社データプレイス　(注)3 東京都港区 10,000

企業情報事業

XML事業

コンシューマー事業

システム事業

100.0

・役員の兼任(４名)

・長期貸付

・営業上の取引

(連結子会社) 　 　 　 　　

クロス·エー株式会社　　 (注)4 東京都中央区 10,000システム事業 100.0

・役員の兼任(３名)

・長期貸付

・営業上の取引

(連結子会社) 　 　 　 　 　

株式会社エアフォルク　　(注)5 京都市中京区 32,000システム事業 65.6・役員の兼任(２名)

(注) １．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

３．株式会社データプレイスについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割

合が10%を超えております。なお、同社は債務超過会社であり、債務超過額は577,082千円であります。

主要な損益情報等 

①売上高       339百万円

②経常損失   　365百万円

③当期純損失 　866百万円

④純資産額   △577百万円

⑤総資産額     146百万円

４．クロス·エー株式会社については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合

が10%を超えております。なお、同社は債務超過会社であり、債務超過額は45,444千円であります。

①売上高       313百万円

②経常損失    　45百万円

③当期純損失  　49百万円

④純資産額    △45百万円

⑤総資産額     120百万円

５．株式会社エアフォルクについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合

が10%を超えております。

主要な損益情報等 

①売上高       126百万円

②経常利益       0百万円

③当期純利益     0百万円

④純資産額      37百万円

⑤総資産額     102百万円

　

５【従業員の状況】
(１) 連結会社の状況

　 (平成20年12月31日現在)

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

企業情報事業 ３ (―)

XML事業  16 (―)

コンシューマー事業 １ (―)

システム事業 ７ (８)

全社(共通) ７ (１)

合計 34 (９)

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、1年間の平均人員を( )外数で記載しております。

２．全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

３．前連結会計年度に比べ従業員が著しく増加している理由は、事業の譲受等によるものであります。
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(２) 提出会社の状況

　 　 (平成20年12月31日現在)

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

3 40.7 2.4 3,299,000

(注) １．従業員数は就業人員であります。

　
２．前事業年度に比べ従業員が著しく減少している理由は、平成20年4月1日付会社分割によるものであります。

(３) 労働組合の状況
当社及び当社の連結子会社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係については良好に推移しており
ます。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(１) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題やリーマン・ブラザーズの破綻に端を発し
た未曾有の世界的な金融危機の影響によって、株式市場が大幅に下落しました。先行きの不透明感が高まるなか、企業
業績は伸び悩み、資金調達環境の悪化などを背景に企業の景況感は一層厳しさを増しております。
　情報サービス業界においては、大手金融機関の大型システム統合が終了し、役務提供を中心とした市場からの転換が
求められております。インターネットでアプリケーションを稼動させるＳａａＳ（サービスとしてのソフトウェア）
など新しいサービスが広がりつつありますが、企業の収益基盤となるまでには、まだ時間を要するものと判断してお
ります。
　このような状況の下、当社グループは収益基盤の安定化に向け、平成20年４月１日に純粋持株会社体制へ移行し、管
理統制部門と収益事業部門を分離し、経営活動の透明度を高めました。情報サービスによって蓄積されたノウハウを
活かしながら、収益基盤となる事業の選択については、より柔軟な再編を行うことができる体制を構築しております。
 
　これらの結果、当連結会計年度の業績は前年に続き、大幅な赤字決算となりました。株価低迷の影響により、当初予定
していた資金調達が延期となりましたが、収益改善へ向けて事業の絞り込みは着実に進んでおります。当連結会計年
度における業績は、売上高1,116,180千円（前連結会計年度比1.8％減）、経常損失386,232千円（前連結会計年度は
470,282千円の経常損失）、当期純損失1,196,395千円（前連結会計年度は1,161,867千円の当期純損失）となりまし
た。 また、事業の種類別セグメントの業績につきましては、下記のとおりであります。
＜企業情報事業＞ 
　企業情報事業におきましては、当社が従来から強みとしております株式会社東京商工リサーチが保有する120万社の
データベースの付加価値販売に注力しました。当連結会計年度の売上高は220,814千円(前連結会計年度比50.8％増)、
営業利益は113,287千円(前連結会計年度は46,475千円の営業損失)、売上高営業利益率が前期の△31.7％から51.3％
へと上昇しました。
＜ＸＭＬ事業＞ 
　ＸＭＬ事業におきましては、Ｊ－ＳＯＸ対応の文書管理システム「アークファインダー」の開発を進め、大手ベンダ
－と連携した実践事例構築に注力しました。メディカル事業の収益性が課題となっております。当連結会計年度の業
績は、売上高は303,287千円（前連結会計年度比135.3％増）、営業利益は56,856千円(前連結会計年度比262.7％増)、
売上高営業利益率が前連結会計年度の12.2％から18.7％へと上昇しました。
＜コンシューマー事業＞ 
　コンシューマー事業におきましては、バイオディーゼル燃料の精製事業に注力しました。当連結会計年度の業績は、
売上高が109,403千円(前連結会計年度比19.2％減)、営業損失は2,702千円(前連結会計年度は営業利益5,047千円)、売
上高営業利益率は前連結会計年度の3.7％から△2.4％へと低下しました。 
＜システム事業＞ 
　システム事業におきましては、前連結会計年度に引き続き子会社の整理を行い、事業の絞り込みを行いました。当連
結会計年度の業績は、売上高は557,052千円(前連結会計年度比28.6％減)、営業損失102,699千円（前連結会計年度は
営業利益156,535千円)、売上高営業利益率は前連結会計年度の20.0％から△18.4％へと低下しました。 

　 (２) キャッシュ・フローの状況

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、7,151千円の資金の増加（前連結会計年度は372,512千円の減少）とな
りました。これは主に売上債権の増加21,562千円及び未払金の増加94,974千円等によるものであります。 
　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、17,567千円の資金の増加（前連結会計年度は153,191千円の減少）とな
りました。これは、投資有価証券の売却による収入60,150千円及び長期前払費用の増加による支出51,142千円等によ
るものであります。
　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、41,687千円の資金減少（前連結会計年度は224,296千円の増加）となり
ました。これは、長期借入金の返済による支出63,475千円等によるものであります。
　これらの結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、21,843千円となり、前連結会計年度と比
べて16,967千円減少いたしました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(１) 生産実績

当社グループの提供するサービスの性格上、生産実績を測定することは困難でありますので、生産実績は記載して

おりません。
　 (２) 受注状況

当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
　  至　平成20年12月31日）

受注高
（千円）

前年同期比
(％)

受注残高
（千円）

前年同期比
(％)

企業情報事業 217,5782,016.9 ― ―

ＸＭＬ事業 269,337158.7 ― ―

コンシューマー事業 ― ― ― ―

システム事業 ― ― 27,920 81.6

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　 ３　企業情報事業については、特定顧客向けのサービス提供により、当期受注が大幅に増加しております。

４　コンシューマー事業については、自治体向けバイオディーゼルプラントの契約が、当初予定より延期となっ

たため、また、システム事業については、子会社の連結除外の影響により、当期受注が大幅に減少しており

ます。
　 (３) 販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成20年 1月 1日
　　至　平成20年12月31日）

金額（千円） 前年同期比(％)

企業情報事業 153,752 105.0

ＸＭＬ事業 303,287 253.3

コンシューマー事業 109,403 △81.8

システム事業 549,737 △75.5

合計（千円） 1,116,180 △98.2

　　　　　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。
　　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　 ３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成19年１月１日
　  至　平成19年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年１月１日
　  至　平成20年12月31日）

販売高
（千円）

割合
(％)

販売高
（千円）

割合
(％)

株式会社ワールド・ホテル
・コミュニケーションズ

― ― 114,95510.3

　　　　　　　（注）前連結会計年度の株式会社ワールド・ホテル・コミュニケーションズについては、当該割合
　　　　　　　　が100分の10未満のため、記載を省略しました。
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３【対処すべき課題】
　前期及び当期の大幅な損失という実績を踏まえ、当社グループが現在対処すべきと考える課題とその対応策は以下
のとおりであります。 

①　収益力モデルの変革

初期コストの高いシステム開発事業から脱却を図り、当社グループが保有するITマーケティング技術を生か

した事業への転換を行い、各種案件の獲得へとつなげてまいります。

②　財務基盤の強化

平成21年度第3四半期を目処に、第三者割当増資による経営基盤の安定化を図ります。

③　コストの見直し

組織を見直し、余剩人員の整理及び一般管理費につきましても各費目の費用対効果の見直しを行い、コスト削

減計画を実行します。

④　事業収益の確保

当社グループにおけるＭ＆Ａの成立を目指し、従来の事業とのシナジー効果を追求します。
　４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可
能性のある事項には、以下のようなものがあります。 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成20年
12月31日現在）において当社グループが判断したものであります。

１) 業績変動のリスクについて
①インターネットマーケティングサービスの市場動向について
　インターネットを利用したマーケティングサービスは、市場規模が近年ハイペースで拡大してきており、今後も成長
が見込まれています。しかしながら、インターネットによるマーケティング事業は一般的に景気動向の影響を受けや
すい傾向がありますので、今後景気が悪化し、市場規模が想定したほど拡大しなければ、当社グループの経営成績に悪
影響を及ぼす可能性があります。
②新規事業について
　当社グループは、今後も持続的な成長を実現するために、他社との連携やＭ＆Ａといった形態も含めて新規事業に積
極的に取り組んでいきたいと考えております。しかしながら、新規事業を遂行していく過程では、急激な事業環境の変
化や事後的に表面化する相手先企業との不調和といった様々な予測困難なリスクが発生する可能性があります。その
結果として当初の事業計画を達成できない場合は、当社グループの経営成績及び財政状態に大きな影響を与える可能
性があります。
③システムリスクについて
　インターネット関連事業においては、そのサービスをサーバを中心とするコンピュータシステムからインターネッ
トを介して顧客に提供しております。システムの増強やバックアップ体制の強化など、安定稼動のために常に対策を
講じておりますが、機器の不具合、自然災害、想定を超える急激なアクセス増加、コンピュータウィルス等により、コン
ピュータシステムや通信ネットワークに障害が発生した場合、サービスを停止等により顧客からの信用が低下し、当
社グループの経営成績に重大な影響を与える可能性があります。 
④コンシューマー事業について
　当社グループは、携帯電話関連サービス等において、一般消費者向けの物販事業を行っております。これら商品の品
質管理については万全を期しておりますが、将来にわたってその品質や安全性に関して問題が発生しないという保証
はありません。万が一当社グループが販売した商品に何らかの瑕疵があることが判明した場合、顧客からの損害賠償
請求や大量の返品、更には当社グループに対する信用の失墜等により当社グループの経営成績に重大な影響を与える
可能性があります。
⑤株価や為替の急激な変動について
　当社グループでは、企業価値を高めるためにＭ＆Ａ等を通じて、新株発行を伴う資本増強を行いたいと考えておりま
す。金融市場の動向によって当社グループの企業価値が相対的に低下した場合、資金調達や事業連携等を行うことが
困難となり、当社グループの経営成績及び財政状態に大きな影響を与える可能性があります。

　 ２) 当社グループの事業推進体制について
①小規模組織であることについて
　当社は平成20年12月31日現在、役員６名、従業員３名と小規模であり、内部管理体制もこのような規模に応じたもの
となっております。また、当社では、販売代理店政策をとっているため、営業活動は主に販売代理店開拓を少人数で
行っております。事業の拡大に伴い、内部管理体制の一層の充実、内部統制、営業体制の拡充を図る方針でありますが、
これらが不十分、不適切な組織的対応の場合には、当社の経営活動に支障が生じる可能性があります。
②人材の確保について 
　当社グループは今後も新しいサービスの提供に努める所存ですが、当社グループの求める人材の確保は必ずしも容
易ではなく、目標どおりに確保できるという保証はありません。当社グループは、今後とも積極的に人材の確保に努め
ていく方針ではありますが、充分に確保できない場合、あるいは現在在職している人材が退職した場合には事業運営
に悪影響を及ぼす可能性があります。
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３) 法的規制等について
　当社グループが営む事業に関する特有の法的規制は、現在のところ存在しておりませんが、インターネット関連事業
では個人からインターネット上でのサービス申し込みを受け付けており、また、システム保守サービスにおいては顧
客のメールサーバー管理を受託することがあります。いずれの場合も顧客の個人情報を扱うことになるため、「個人
情報の保護に関する法律」の制約を受けることとなります。当社グループは個人情報の管理が経営の最重要課題の一
つであるとの認識の下、充分なセキュリティ対策を講じておりますが、万が一顧客データの漏洩が発生した場合には、
法的責任を問われること等により当社グループの信用が低下し、業績に影響を与える可能性があります。インター
ネットに関連する規制は電気通信事業法がありますが、当社グループがインターネット関連事業を継続していく上で
直接制約を受けるものではありません。しかし、今後インターネットに関連する法規制が進む可能性はあり、その結果
当社グループの事業においても制約を受ける可能性があります。

４)継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または事項
　当社グループは、前連結会計年度に453百万円、当連結会計年度に375百万円の大幅な営業損失を計上すると同時に、
営業キャッシュ・フローにつきましても前連結会計年度に372百万円のマイナスを計上しております。また、事業再編
による特別損失の計上により、570百万円の債務超過となっております。当該状況により、継続企業の前提に関する重
要な疑義が存在しております。当社グループは、このような状況を解消すべく、事業の再構築と組織再編をより抜本的
に実行し、収益力を最優先とする経営基盤の強化を図ります。
　平成21年２月２日開催の当社取締役会において、赤字の連結子会社である株式会社データプレイスの株式売却を決
議し、同日売却いたしました。その概要は第５経理の状況の１連結財務諸表等に関する注記事項の（重要な後発事
象）に記載のとおりであります。
　今後の経営方針として、具体的に平成21年度に行う施策は以下のとおりであります。
　①収益モデルの変革
　　初期コストの高いシステム開発事業からの脱却を図り、当社グループが保有するＩＴマーケティング技術を
　　生かした事業への転換を行い、各種案件の獲得へとつなげてまいります。
　②財務基盤の強化
　　平成21年度第3四半期を目処に、第三者割当増資による経営基盤の安定化を図ります。
　③コストの見直し
　　組織を見直し、余剰人員の整理及び一般管理費につきましても各費目の費用対効果の見直しを行い、コスト
　　削減計画を実行します。
　④事業収益の確保
　　当社グループにおけるＭ＆Ａの成立を目指し、従来の事業とのシナジー効果を追求します。
　上記の施策を確実に実行していくことで、当社グループの資金繰りを好転させ、事業収益の確保に取り組んでまいり
ます。これら施策の結果、継続企業の前提に関する重要な疑義を解消できるものと判断しております。
　連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重大な疑義の影響を連結財務諸表には反映いた
しておりません。

５)名古屋証券取引所が発表した猶予期間について

　当社は平成18年８月１日付で株式交換によりクロス・エー（株）を完全子会社化し、平成20年４月１日付で会社分
割による純粋持株会社体制への移行すると共に、平成21年２月２日付で特定子会社である株式会社データプレイスの
全株式売却並びに代表取締役の異動を行いました。これらの組織再編行為に対して、名古屋証券取引所より、実質存続
性の猶予期間入りの通知を受けました。
　名古屋証券取引所の上場規則によれば、実質的な存続会社でないと判断された場合でも、直ちに上場廃止となるので
はなく、当社代表取締役の異動日（平成21年2月2日）から最初に到来する決算日から3年後（平成24年12月31日）ま
での猶予期間中も上場は引続き維持されることとなります。また、猶予期間中に「株券上場審査基準に準じて当取引
所が定める基準」に適合すると認められた場合には猶予期間入りから解除され当社株式の上場継続されることとな
ります。
　今後は万全の体制で上場審査に臨む所存でありますが、これらにより生ずる影響を具体的に予測することは困難で
あります。
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５【経営上の重要な契約等】

（１）販売権の取得

契約会社名 契約先・契約名 契約内容 契約日

株式会社データプ

レイス

株式会社東京商工リサーチ・

「データベースの提供に関する

契約書」

非独占的販売権の取得 平成10年８月１日より１年

（自動更新）

株式会社データプ

レイス

株式会社新華通信ネットジャパ

ン・総販売代理契約

総販売代理権の取得 平成18年４月１日より10年

　
（２）株式交換契約（株式会社フォト・ウェーブ）

平成20年２月26日開催の取締役会において、株式会社フォト・ウェーブ（本社：東京都品川区西五反田二丁目30番４
号、代表取締役社長：朝田篤、以下「フォト・ウェーブ」）を株式交換により完全子会社化することを決議して株式
交換契約を締結し、平成20年3月31日付で株式交換行いました。
詳細は次のとおりであります。
①株式交換による完全子会社化の目的 
  データプレイスは、ＸＭＬを中心とした事業に集中すると共に、収益確保のグループ戦略を進めています。フォト・
ウェーブでは、デジタルコンテンツの企画・制作を行っております。電子商取引の拡大により、フォト・ウェーブが提
供するサイト構築と決済サービスは順調に増加しています。データプレイスはフォト・ウェーブを子会社化すること
で収益基盤を確立すると共に、ＸＭＬ技術の適用により新たなサービスを提供することが可能になると考えていま
す。
②株式交換の要旨 
１) 株式交換の日程 
・平成20年２月26日 株式交換契約書承認取締役会（両社）
・同日 株式交換契約書の締結（両社）
・平成20年３月13日　株式交換契約書承認株主総会（フォト・ウェーブ）
・平成20年３月31日　株式交換期日 
（注）DPGホールディングス（データプレイスより社名変更）については、会社法第796条第3項の規定に基づき、株主
総会の承認を必要としない「簡易株式交換」の手続きにより行いました。 
２) 株式交換比率
フォトウェーブの普通株式１株に対して、DPGホールディングス（データプレイスより社名変更）の普通株式５株を
割当。

３) 株式交換交付金

株式交換交付金の支払は行いません。
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③株式会社フォト・ウェーブの概要（平成20年３月13日現在）

商　号 株式会社フォト・ウェーブ　(完全子会社)

事業内容 
コンピューターネットワークシステム、
データベースソフトウェアの設計・販売 

設立年月日 平成10年４月21日 

本店所在地 東京都品川区西五反田二丁目30番４号

代表者 代表取締役社長　朝田　篤 

資本金 17,000千円 

発行済株式総数 270株 

株主資本 22,360千円 

総資産 152,648千円 

決算期 3月31日

従業員数 22名 

主要取引先 
(株)エムグロース、(株)エアネット、
(株)トライバルメディアハウス、(株)松竹 

大株主及び議決権比率
(平成19年12月31日現在)

朝田篤　　　　　　　　　　　　51.9％

有限会社SBUコンサルティング　 33.3％

有限会社ティーケーパートナーズ14.8％
　

最近３年間の業績(千円)

決算期 17年３月期 18年３月期 19年３月期

売上高 75,318 150,972 261,860

営業利益 △1,106 1,378 6,206

経常利益 1,949 2,540 5,992

当期純利益 1,214 1,615 3,426

総資産 39,677 70,210 152,648

④株式交換後の状況
１)商号、事業内容、本店所在地、代表者
 「③株式会社フォト・ウェーブの概要」に記載の内容から変更はありません。
２)資本金 
　株式交換によりデータプレイスの資本金は増加いたしません。

⑤株式交換後の大株主構成

順位 株主名
所有株式数
(株)

所有割合(％)

１有限会社グローバルキャピタル 11,506 18.2

２藤田  幹夫 7,338 11.6

３株式会社アドバックス 5,000 7.9

４
インベスター・グロース・キャピタル・
ホールディング・ビー.ヴィー.

4,621 7.3

５朝田　篤 3,478 5.5

６松井証券株式会社(一般信用口) 2,242 3.5

７三菱商事株式会社 2,000 3.1

７グレートビガーホールディングスリミテッド 2,000 3.1

７ライゼンムーンリミテッド 2,000 3.1
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（３）分社型新設分割（物的分割）

　平成20年２月26日開催の当社取締役会の決議及び平成20年３月28日開催の定時株主総会において承認され平成20年４　　
月１日を期日として、会社分割を行い、純粋持株会社へ移行いたしました。
　詳細は次のとおりであります。
①会社分割の目的 
　XMLをキーワードとした、企業グループとしての事業領域と、規模の拡大を実現するために、純粋持株会社への移行を図
ることといたしました。
　本会社分割により、XML事業への特化推進と、グループとしての規模の拡大と、収益の増加による企業価値向上という経
営課題を並行して追求します。
②会社分割の要旨
１) 分割の日程 
　分割計画書承認取締役会　平成20年２月26日 
　分割計画書承認株主総会　平成20年３月28日 
　会社分割日・分割登記日　平成20年４月１日
２)分割方式 
　当社を分割会社とし、設立会社が当社の事業を継承する分社型新設分割（物的分割）とし、持株体制への迅速かつ効率
的な移行のため、分社型新設分割方式を採用いたしました。
３)株式割当 
　会社分割に伴い新設会社が発行する株式は全て分割会社である当社に割り当てられました。 
４)分割により減少する資本の額等、株式の消去方法、分割交付金 
 いずれも該当事項はありません。 
５)当社の新株予約権に関する取扱いについて 
 当社の新株予約権の新株予約権者に対して、当該新株予約権に代わるものとして、新設会社（承継会社）の新株予約権
は交付しておりません。 
６)会計処理の概要 
 当社（分割会社）において、新設会社（承継会社）に承継させる資産と負債の差額を子会社株式に計上いたしま 
 す。新設会社（承継会社）においては承継した資産と負債の差額を純資産の部に計上いたします。 
 なお、新設会社（承継会社）は当社（分割会社）の100％子会社であり共通支配下の取引となるため、のれんは発生
 しません。また、承継される資産および負債は、新設会社（承継会社）においても、当社（分割会社）における当資産お
よび負債の適正な帳簿価額で計上されております。 
７)新設会社（承継会社）が承継する権利義務 
 平成19年12月31日現在の貸借対照表を基礎とし、これに分割期日に至るまでの増減を加味した分割事業部門に属する
資産、負債及びこれらに付随する権利義務ならびに契約上の地位と致しました。 
８)債務履行 
 当社の直近の貸借対照表を基礎に、当該分割後の当社及び承継会社の資産、負債の額及び収益状況について検討した結
果、当該分割後の当社及び承継会社の負担すべき債務の履行の確実性には問題がないものと判断しております。
　なお、本件分割により新設会社に移転し新設会社が負担する債務については、分割計画書に基づき当社が重畳的債務引
受を行うこととしました。
９)新設会社に新たに就任した役員
取締役　 藤田幹夫、松田純弘、新井嘉夫 
監査役　 柏原正紀
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③分割当事会社の内容（平成20年３月28日現在）

項 目 分割会社 新設会社

商号
株式会社データプレイス
（株式会社DPGホールディングスに商
号変更）

株式会社データプレイス

主な事業内容
XMLを活用した情報提供、EC流通支援、
決済支援サービス事業

XMLを活用した情報提供サービス事
業、情報管理事業

設立年月日 平成10年６月 平成20年４月

本店所在地 東京都品川区西五反田2-30-4 東京都港区浜松町2-1-17

代表者
代表取締役会長兼ＣＥＯ藤田 幹夫
代表取締役社長　朝田　篤

代表取締役社長　藤田 幹夫

資本金 798 百万円 10 百万円

発行済株式数 61,553 株 2,000 株

純資産 457 百万円 410 百万円

総資産 1,056 百万円 989 百万円

決算期 毎年12月31日 毎年12月31日

従業員数 10名 23名

主要取引先 金融機関など 株式会社東京商工リサーチ

大株主及び株主比率

(有)グローバルキャピタル18.6%
藤田幹夫11.9% 
(株)アドバックス8.1% 
インベスター・グロース・キャピタ
ル・ホールディングス・ビー・ヴィ
－7.5% 
松井証券(株)（一般信用）6.6% 
朝田篤 4.5% 
三菱商事株式会社 3.2%

(株)DPGホールディングス 100％

　 　 　

項 目 分割会社 新設会社

主要取引銀行 三菱東京UFJ銀行
商工組合中央金庫、三菱東京UFJ銀行
、横浜銀行

当事会社の関係

・資本関係：新設会社は分割会社の100％出資会社です。 
・人的関係：分割会社の取締役および監査役が兼務しております。
　新設会社の従業員はすべて分割会社からの転籍となりました。 
・取引関係：各子会社から分割会社への配当、経営指導料等の収入。

④分割する事業の内容
1)当社の営業の全部。ただし、分割計画書に別段の定めのあるものを除く。
2)分割する事業の平成19年12月期における経営成績    （単体ベース）　　　　(単位：百万円)

　 分割事業(A) 平成19年12月期実績(B) 比率(A/B)

売上高 462 462 100%

営業利益 △211 △281 ―

経常利益 △216 △286 ―

⑤承継させる資産、負債の項目および金額(平成19年12月31日現在) 　(単位：百万円)
資　　　　　産 負　　　　債

項　　　　目 帳簿価額 項　　　　目 帳簿価額

流動資産 189 流動負債 462

固定資産 800 固定負債 117

合　計 989 合　計 579
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⑥分割後の当社の状況（平成20年４月１日現在）
1)商号 
株式会社DPGホールディングス 
2)事業内容 　
グループの株式を保有することによる当該企業の事業活動の管理 
3)本店所在地 
東京都品川区西五反田二丁目30番４号 
4)代表者 藤田幹夫、朝田篤
5)資本金 798 百万円 
6)総資産 477 百万円 
7)決算期 12月 31日

　
（４）株式譲渡契約（株式会社フォト・ウェーブ）

　当社は、収益の確保を目的として、企業グループの再編を進めてきました。特にインターネット関連市場の収益性に注目
して、ホームページなどデジタルコンテンツの制作会社である株式会社フォト・ウェーブを子会社化しました。
　しかし、その後の経済情勢の大きな変化もあり、株式会社フォト・ウェーブは当初予定の収益を上げるに至っておりませ
ん。こうした状況の中で、これから取扱高を増加させるためには新規投資を要することと、グループ集約の効果を得られる
までに一定の時間を要することが分かりましたので、平成20年10月30日開催の取締役会で株式の売却を決議し、平成20年
11月６日付で株式売却しております。
※ 今回の株式売却により、株式会社フォト・ウェーブの子会社であるミッションステートメント株式会社も、当社の連結
子会社から除外となります。

１　子会社の概要
　① 商号 　　　　　　株式会社フォト・ウェーブ
　② 代表者 　　　　　代表取締役 朝田　篤
　③ 所在地 　　　　　東京都品川区西五反田二丁目30番４号
　④ 主な事業の内容 　コンピューターネットワークシステム、データベースソフトウェアの設計・販売 
　⑤ 従業員数 　　　　22名（平成20年10月30日現在）
　⑥ 株主の状況 　　　当社100%保有

２　売却先の概要

　　朝田篤   　　　　　　　　　　 180株

    有限会社SBUコンサルタント　　  90株

３　売却株式数、売却価額及び売却後の持分比率
　① 売却株式数 270 株 （発行済株式総数及び議決権の総数に対する割合はいずれも100％）
　② 売却価額 11,431 千円（１株当たり42,339円）（※）
　③ 売却後の持分比率 0 ％
　※当初計画に株式交換後の業績推移を加味してＤＣＦ法で再計算し、売却金額を決定いたしました。

　
（５）株式譲渡契約（株式会社データプレイス）

　当社は、収益の確保を目的として、企業グループの再編を進めてきました。しかし、その後の経済情勢の大きな変化もあ
り、成果をあげることができておりません。こうした状況の中で、事業収益の改善を最短で実現するために、平成21年2月2
日開催の取締役会で赤字事業となっている株式会社データプレイス株式の売却を決議し、同日株式で売却いたしました。
１．子会社の概要
　① 商号 　　　　　　株式会社データプレイス
　② 代表者 　　　　　代表取締役 藤田幹夫
　③ 所在地 　　　　　東京都港区浜松町2-1-17
　④ 主な事業の内容 　データベースの流通・販売
　⑤ 従業員数 　　　　23名（平成20年12月31日現在）
　⑥ 株主の状況 　　　当社100％保有
２．売却先の概要
　　 売却先           藤田幹夫（株式会社データプレイスの代表取締役）　200株
３．売却株式数、売却価額及び売却後の持分比率
　① 売却する株式数   200 株 （発行済株式総数及び議決権の総数に対する割合はいずれも100％）
　② 売却価額  50 千円（１株当たり250円）（※）
　③売却後の持分比率　０％
　※株式会社データプレイスは平成20年12月期決算で債務超過となる見込みであるため、譲渡価額は備忘価額として決　
　　定いたしました。
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６【研究開発活動】
当連結会計年度につきましては、企業グループの再編が最大の課題でした。研究開発費として13,715千円の計上を
行っております。研究開発活動として、以下の２件を中心として販売費の中で実施しています。
１） 企業情報の参照・検索を現在提供している検索画面から行う方式ではなく、利用中のメール、ポータルサイ
ト、マイクロソフトオフィスから直接参照できるシステム 。
２） 内部統制に対応して社内文書を蓄積、検索するシステム。 
これらはいずれもＸＭＬを適用した研究開発となっております。

　

７【財政状態及び経営成績の分析】

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであります。
　 (１) 財政状態の分析

当連結会計年度における総資産の状況は、前連結会計年度末と比較して流動資産は188,957千円減少し246,602千
円、固定資産は689,389千円減少し47,728千円となりました。主な要因は、連結子会社データプレイスにおける仕掛品、
ソフトウェア等の減少等であります。これらの結果、総資産額は878,347千円減少し、294,331千円となりました。
負債の状況は、前連結会計年度末と比較して、流動負債は129,598千円増加し650,136千円、固定負債は30,722千円増加
し、215,057千円となりました。主な要因は、買掛金の増加、リース資産減損勘定の増加等であります。これらの結果、負
債総額は160,321千円増加し、865,194千円となりました。 
　純資産の状況は、前連結会計年度末と比較して1,038,668千円減少し、△570,862千円となり、大幅な債務超過となり
ました。
　総じて資産が減少し、負債が増加しておりますが、これらの主な要因は、特定子会社データプレイスの減損評価に伴
うものであります。

　 (２) 経営成績の分析

　当連結会計年度における業績は、売上高1,116,180千円（前期比1.8％減）、経常損失386,232千円（前期は470,282千
円の経常損失）、当期純損失1,196,395千円（前期は1,161,867千円の純損失）となりました。また、事業の種類別セグ
メントの業績につきましては、下記のとおりであります。
　　　 
＜企業情報事業＞ 
　企業情報事業におきましては、当社が従来から強みとしております株式会社東京商工リサーチが保有する120万社
のデータベースの付加価値販売に注力しました。当連結会計年度の売上高は220,814千円(前期比50.8％増)、営業利
益は113,287千円(前期は46,475千円の営業損失)、売上高営業利益率が前期の△31.7％から51.3％へと上昇しまし
た。
＜ＸＭＬ事業＞ 
　ＸＭＬ事業におきましては、Ｊ－ＳＯＸ対応の文書管理システム「アークファインダー」の開発を進め、大手ベン
ダ－と連携した実践事例構築に注力しました。メディカル事業の収益性が課題となっております。当連結会計年度の
業績は、売上高は303,287千円（前期比135.3％増）、営業利益は56,856千円(前期比262.7％増)、売上高営業利益率が
前期の12.2％から18.7％へと上昇しました。
＜コンシューマー事業＞ 
　コンシューマー事業におきましては、バイオディーゼル燃料の精製事業に注力しました。当連結会計年度の業績は、
売上高が109,403千円(前期比19.2％減)、営業損失は2,702千円(前期は営業利益5,047千円)、売上高営業利益率は前
期の3.7％から△2.4％へと低下しました。 
＜システム事業＞ 
　システム事業におきましては、前期に引き続き子会社の整理を行い、事業の絞り込みを行いました。当連結会計年度
の業績は、売上高は557,052千円(前期比28.6％減)、営業損失102,699千円（前期は営業利益156,535千円)、売上高営
業利益率は前期の20.0％から△18.4％へと低下しました。  
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】
当社グループにおける設備投資は、主として販売代理権の取得によるもので、設備投資総額は、60,903千円でありま
す。当社グループでは、経営資源の選択と集中を実施し、収益を生まない資産についての再評価を行い、資産の除却、減
損を行いました。事業の種類別セグメントの状況は、次のとおりであります。

(１) 企業情報事業部門 
当連結会計年度も設備投資としてソフトウェアの整備を進めています。ＸＭＬ技術を当社の情報配信サービスに適用
し、利用者が今使っている電子メール、マイクロソフトオフィスから直接当社のデータベースを参照するためのシス
テム、大手ベンダーとのサービス連携などです。これらにより、企業情報事業部門として総額50,000千円の投資を実施
しました。なお、重要な設備の除却または売却はありません。
(２) ＸＭＬ事業部門 
当連結会計年度の主な設備投資は、内部統制に対応した文書管理システムです。まだいわゆる3文書、業務定義書、業務
フロー、リスクコントロールマトリックスの作成とその支援ツールが中心の市場ですが、統制の適用時には何らかの
文書管理システムが必要となります。内部統制においては、文書を蓄積するだけでなく、所定の基準に従って事後的な
監査に対応できる機能が求められます。これを実現するのはＸＭＬの得意とする領域です。この開発に事業部門とし
て総額963千円の投資を実施しました。なお、重要な設備の除却または売却はありません。
(３) コンシューマ事業部門 
当連結会計年度の主な設備投資は、BDFプラント販売促進と研究施設の運営費用等により、総額8,031千円の投資を実
施しました。なお、重要な設備の除却または売却はありません。
(４) システム事業部門 
当連結会計年度の主な設備投資は、組織再編に伴い、セキュリティ対策強化等により総額1,907千円の投資を実施しま
した。なお、重要な設備の除却または売却はありません。
　

　２【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりであります。

(１)提出会社 平成20年12月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人)建物及び構築物

工具器具
及び備品

ソフトウェア 合計

本 社
(東京都品川区)

事務所 ― ― 3,0583,058
3

(―)
　 (２)国内子会社 　 平成20年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人)

建物及
び構築
物

工具器具
及び備品

ソフト
ウェア

合計

株式会社データプレイス
本 社

(東京都港区)
事務所 ― ― ― ―

24
(―)

クロス·エー株式会社
本 社

(東京都中央区)
事務所 ― 1,0031,4052,408

―
(―)

株式会社エアフォルク
本 社

(京都市中京区)
事務所 55 318 9,85610,229

7
(9)

(注)１ 金額には消費税等は含まれておりません。
２ 上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

会社名 設備の内容 年間リース料 リース契約残高

株式会社データプレイス 工具器具及び備品 8,826千円 12,719千円

　 ソフトウェア 58,156千円121,943千円

３ 従業員数の( )書きは、外数で、臨時従業員数であります。
　３【設備の新設、除却等の計画】

(１) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。
　 (２) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社　ＤＰＧホールディングス(E05531)

有価証券報告書

20/94



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(１) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 211,000

計 211,000
　 ②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年3月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 67,033 67,033
名古屋証券取引所
(セントレックス)

(注)

計 67,033 67,033 ― ―

(注) １発行済株式は、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。
　　　 なお、単元株制度は採用しておりません。
     ２提出日現在の発行数には、平成21年3月1日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使(旧商法第
       280条ノ19に規定する新株引受権の権利行使を含む。)により発行された株式数は、含まれておりません。
　 (２) 【新株予約権等の状況】

① 新株予約権

(平成16年3月30日開催の定時株主総会決議)

区分
事業年度末現在
(平成20年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年2月28日)

新株予約権の数   926個  926個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

なお、単元株制度は採用して
おりません。

同左

新株予約権の目的となる株式の数   1,852株   1,852株

新株予約権の行使時の払込金額 25,000円 25,000円

新株予約権の行使期間
平成18年6月1日から
平成21年3月30日まで

平成18年6月1日から
平成21年3月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 25,000円
資本組入額 12,500円

発行価格 25,000円
資本組入額 12,500円

新株予約権の行使の条件 (注)3 (注)3

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

(注)1 (注)1

(注) １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、
　　　 かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について
       行われ、調整の結果生じる1株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割もし
くは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

EDINET提出書類

株式会社　ＤＰＧホールディングス(E05531)

有価証券報告書

21/94



２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を調整
　 し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。

　
1

調整後行使価額=調整前行使価額×――――――――
分割・併合の比率

　 また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使による場合を除
く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。ただし、算式中「既発行
株式数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。

　 既発行 新規発行(処分)株式数×1株当たり払込金額
株式数+―――――――――――――――――――――

調整後 　調整前 　　　　　　　　　新規発行(処分)前の時価
行使価額=行使価額×―――――――――――――――――――――――――

既発行株式数+新規発行(処分)株式数
３ 新株予約権の行使の条件

(i)  新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員の場合は、権利行使時
     において退職していた場合においても当該新株予約権は消滅しない。

(ii) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。

(iii)  新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。
(iv) その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約に
     定めるところによる。

４　分割の件

平成17年12月15日開催の当社取締役の決議に基づき、平成18年２月１日をもって普通株式1株を2株に分割したこと
により、「新株予約権の目的となる株式数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により
株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

　(平成16年3月30日開催の定時株主総会決議)

区分
事業年度末現在
(平成20年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年２月28日)

新株予約権の数 1,200個 1,200個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

なお、単元株制度は採用して
おりません。

同左

新株予約権の目的となる株式の数 2,400株 2,400株

新株予約権の行使時の払込金額 25,000円 25,000円

新株予約権の行使期間
平成16年6月1日から
平成21年3月30日まで

平成16年6月1日から
平成21年3月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 25,000円
資本組入額 12,500円

発行価格 25,000円
資本組入額 12,500円

新株予約権の行使の条件 (注)3 (注)3

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

(注)1 (注)1

(注)１ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、
　　　 かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について
　　　 行われ、調整の結果生じる1株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割もし
くは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を調整し、
　 調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。

　 1
調整後行使価額=調整前行使価額×――――――――

分割・併合の比率
　 また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使による場合を除

く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。ただし、算式中「既発行
株式数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。

　 既発行 新規発行(処分)株式数×1株当たり払込金額
株式数+―――――――――――――――――――――

調整後 　調整前 　　　　　　　　　新規発行(処分)前の時価
行使価額=行使価額×―――――――――――――――――――――――――

既発行株式数+新規発行(処分)株式数
　 ３ 新株予約権の行使の条件

(i)  新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員の場合は、権利行使時に
     おいて退職していた場合においても当該新株予約権は消滅しない。 

(ii) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。
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(iii) 新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。

(iv) その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に
     定めるところによる。

４  分割の件

平成17年12月15日開催の当社取締役の決議に基づき、平成18年２月１日をもって普通株式1株を2株に分割したこ

とにより、「新株予約権の目的となる株式数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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(平成17年８月26日開催の臨時株主総会決議)

区分
事業年度末現在
(平成20年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年２月28日)

新株予約権の数 250個 250個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

なお、単元株制度は採用してお
りません。

同左

新株予約権の目的となる株式の数 500株 500株

新株予約権の行使時の払込金額 85,000円 85,000円

新株予約権の行使期間
平成19年９月10日から
平成24年３月７日まで

平成19年９月10日から
平成24年３月７日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

　発行価格 85,000円
　資本組入額 42,500円

発行価格 85,000円
資本組入額 42,500円

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

(注)１ (注)１

(注) １.当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。
　　　 ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に
       ついて行われ、調整の結果生じる1株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割も
しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２.新株予約権1個当たりの払込金額は、1株当たりの払込金額(以下「行使価額」という。)に新株予約権1個の株式
　数を乗じた金額とする。行使価額は、当社普通株式の株式上場(店頭登録を含む)に際して行う公募増資等のため
　に当社取締役会又は取締役会の授権を受けた代表取締役が決定し公表する当社普通株式の一般募集における発行
　価格・売出しにおける売出価格と同額とする。なお、行使価格決定後当社が株式分割又は株式併合を行う場合、
　それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上
　げる。

1
調整後行使価額=調整前行使価額×――――――――

分割・併合の比率
　 また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使による場合を除

く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。ただし、算式中「既発行
株式数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。

既発行 新規発行(処分)株式数×1株当たり払込金額
株式数+―――――――――――――――――――――

調整後 　調整前 　　　　　　　　　新規発行(処分)前の時価
行使価額=行使価額×―――――――――――――――――――――――――

既発行株式数+新規発行(処分)株式数
３.新株予約権の行使の条件
(ⅰ) 新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員の場合は、権利
     行使時において退職していた場合においても当該新株予約権は消滅しない。

(ⅱ) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。

(ⅲ) 新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。

(ⅳ) その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当
     契約」に定めるところによる。

    ４.分割の件

       平成17年12月15日開催の当社取締役の決議に基づき、平成18年２月１日をもって普通株式1株を2株に分割した

       ことにより、「新株予約権の目的となる株式数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行 

       使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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(平成18年3月28日開催の定時株主総会決議)

区分
事業年度末現在
(平成20年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成21年２月28日)

新株予約権の数 850個 850個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

なお、単元株制度は採用しており
ません。

同左

新株予約権の目的となる株式の数 850株 850株

新株予約権の行使時の払込金額 143,500円 143,500円

新株予約権の行使期間
平成20年４月30日から
平成25年４月26日まで

平成20年４月30日から
平成25年４月26日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  143,500円
資本組入額 71,750円

発行価格  143,500円
資本組入額 71,750円

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

(注)１ (注)１

(注) １ 　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、
かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行
われ、調整の結果生じる1株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　
調整後株式数=調整前株式数×分割・併合の比率

　
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割
もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２ 　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を調整
し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。

　

調整後行使価額=調整前行使価額×
1

分割・併合の比率
　
また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使による場合を
除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。ただし、算式中
「既発行株式数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。

　
　

既発行株式数 +
新規発行(処分)株式数×1株当たり払込金額

調整後行使価額=調整前行使価額×
新規発行(処分)前の時価

既発行株式数+新規発行(処分)株式数
　
３ 新株予約権の行使の条件

(ⅰ) 新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員の場合は、権利行使時
において退職していた場合においても当該新株予約権は消滅しない。

(ⅱ) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。

(ⅲ) 新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。

(ⅳ) その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」
に定めるところによる。

　

(３) 【ライツプランの内容】

　　　 該当事項はありません。
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(４)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金増
減額(千円)

資本準備金残
高(千円)

平成16年２月27日
(注1)

1,400 8,400 35,000 100,000 35,000 35,000

平成16年４月29日
(注2)

1,400 9,800 35,000 135,000 35,000 70,000

平成16年６月17日
(注3)

600 10,400 15,000 150,000 15,000 85,000

平成16年10月20日
(注4)

300 10,700 9,750 159,750 9,750 94,750

平成16年12月27日
(注5)

― 10,700 ― 159,750 11,618 106,368

平成17年９月９日
(注6)

2,000 12,700 65,000 224,750 65,000 171,368

平成17年11月16日
(注7)

3,000 15,700 165,750390,500306,000477,368

平成17年11月30日
(注8)

800 16,500 20,000 410,500 20,000 497,368

平成18年２月１日
(注9)

16,500 33,000 ― 410,500 ― 497,368

平成18年４月26日
(注10)

1,000 34,000 16,250 426,750 16,250 513,618

平成18年５月10日
(注11)

1,000 35,000 30,000 456,750 30,000 543,618

平成18年７月24日
(注12)

5,000 40,000 100,000556,750100,000643,618

平成18年８月１日
(注13)

6,200 46,200 ― 556,750310,868954,486

平成18年12月20日
(注14)

608 46,808 9,880 566,630 9,880 964,366

平成18年12月25日
(注15)

4 46,812 50 566,680 50 964,416

平成18年12月26日
(注15)

40 46,852 500 567,180 500 964,916

平成18年12月27日
(注15)

104 46,956 1,300 568,480 1,300 966,216

平成19年３月５日
(注16)

6,000 52,956 150,000718,480150,0001,116,216

平成19年11月30日
(注17)

5,263 58,219 50,000 768,480 49,9971,166,213

平成20年２月１日
(注18)

3,334 61,553 30,006 798,486 30,0061,196,219

平成20年３月31日
(注19)

1,350 62,903 ― 798,486 21,6781,217,897

平成20年８月15日
(注20)

4,130 67,033 ― 798,486 75,8261,293,724

　(注)  １ 有償第三者割当
割当先 オックス情報株式会社、安田企業投資2号投資事業有限責任組合、他9名
発行価格 50,000円 資本組入額 25,000円

　 ２ 有償第三者割当

割当先 明治キャピタル7号投資事業組合、OFCO3号投資事業組合、藤田幹夫

発行価格 50,000円 資本組入額 25,000円
　 ３ 有償第三者割当

割当先 オリックス7号投資事業有限責任組合、投資事業組合オリックス8号
発行価格 50,000円 資本組入額 25,000円

　 ４ 有償第三者割当

割当先 株式会社ほたか、藤田幹夫
発行価格 65,000円 資本組入額 32,500円

　 ５ 合併差益
合併先:株式会社アイ·トラスト

６ 新株予約権の行使
行使者 三菱商事株式会社
発行価格 65,000円 資本組入額 32,500円

　 ７ 有償一般募集(ブックビルディング方式)
発行価格  170,000円 引受価額  157,250円
発行価額  110,500円 資本組入額 55,250円
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８ 新株予約権の行使
行使者 株式会社インビリオン
発行価格 50,000円 資本組入額 25,000円 

　 ９ 株式分割
平成18年2月1日をもって1株を2株に分割し、発行済株式総数が16,500株から33,000株へ増加しておりま
　す。

10 新株予約権の行使
行使者 エイチ·エス証券株式会社、安田企業投資2号投資事業有限責任組合
発行価格 32,500円 資本組入額 16,250円

　 11 新株予約権の行使
行使者 オックスホールディングス株式会社
発行価格 60,000円 資本組入額 30,000円

　 12 有償第三者割当
割当先 株式会社アドバックス
発行価格 40,000円 資本組入額 20,000円

13 株式交換
　　　クロス·エー株式会社を株式交換(1:31)により、完全子会社化いたしました。
　　　本株式交換により、発行済株式総数が6,200株、資本準備金が310,868千円増加しております。なお、資本
　　　金に変更はありません。

　 14 新株予約権の行使
行使者 藤田 幹夫
発行価格 32,500円 資本組入額 16,250円

　 15 新株予約権の行使
行使者 当社役員及び元従業員、子会社従業員及び元従業員
発行価格 25,000円 資本組入額 12,500円

16 有償第三者割当
割当先 ローリングトラスト投資事業組合
発行価格 50,000円 資本組入額 25,000円

17 有償第三者割当(デット·エクイティ·スワップによる現物出資)
割当先 有限会社グローバルキャピタル
発行価格 19,000円 資本組入額 9,500円

18 有償第三者割当
割当先 朝田 篤 萩谷 史郎
発行価格 18,000円 資本組入額 9,000円

19 株式交換
　　株式会社フォト·ウェーブを株式交換(株式会社フォト・ウェーブの普通株式1株に対して当社普通株式5株を
　　割当)により、完全子会社化いたしました。
　　本株式交換により、発行済株式総数が 1,350株、資本準備金が 21,678千円増加しております。なお、資本金
　　に変更はありません。
20 株式交換
　　株式会社インターネット・ペイメントサービスを株式交換（株式会社インターネット・ペイメントサービス
　　の普通株式1株対して当社普通株式10株を割当）により完全子会社化いたしました。
　　本会社分割により、発行済株式数が 4,130株、資本準備金が 75,826千円増加しております。なお、資本金に
　　変更はありません。

　　 21 期末日後提出日までの発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増減は次の通りであります。

平成21年3月27日開催の定時株主総会において、資本金698,486千円及び1,293,724千円を減少し欠損てん補す

ることを決議しております。
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　 (５)【所有者別状況】

　 　 　 　 　 　 平成20年12月31日現在　

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品
取引業者

その他の法
人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― ― 6 22 7 ― 1,2091,244 ―

所有株式数(株) ― ― 501 22,5075,104 ― 38,92167,033 ―

所有株式数の割合(%) ― ― 0.74 33.57 7.61 ― 58.06100.00 ―

(６)【大株主の状況】

平成20年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(%)

有限会社グローバルキャピタル 東京都中央区月島三丁目26番８号 11,506 17.16

朝田　篤 東京都目黒区 7,778 11.60

藤田　幹夫 東京都大田区 6,178 9.22

小林　弘志 東京都世田谷区 6,019 8.98

株式会社アドバックス 東京都中央区銀座７丁目13番10号 5,000 7.46

インベスター　グロース　キャピ
タル　ホールディング
ビー・ヴィ

オランダ王国、アムステルダム　1077　エック
ス・エックス　ストラウィンスカイラーン　
1159　ディータワー　11階
常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀行カスト
ディ業務部
東京都千代田区丸の内２丁目７番１号

4,621 6.89

エヌ・エス・アール株式会社 東京都中央区銀座７丁目13番10号 2,478 3.70

山田　克礼 東京都中央区 2,450 3.65

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３番１号 2,000 2.98

今井　輝彦 東京都府中市 1,645 2.45

計 ― 49,675 74.11

 (注)１．前事業年度末現在主要株主であった藤田幹夫は、当事業年度末では主要株主ではなくなり、朝田篤が

新たに主要株主となりました。

２．朝田篤より平成20年11月11日付で、また藤田幹夫から平成20年11月14日付で提出された大量保有報告書によ

り、平成20年11月６日現在以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末

時点のおける所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　なお、大量保有報告書の内容は以下の通りであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

藤田幹夫 東京都大田区 7,338 10.95

朝田篤 東京都目黒区 2,778 4.14

　　　この結果、藤田幹夫は主要株主となり、朝田篤は主要株主ではなくなっております。
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(７)【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　67,033 67,033 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 67,033 ― ―

総株主の議決権 ― 67,033 ―

(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が37株(議決権37個、すべて失念株)

が含まれております。

　
②【自己株式等】

      該当事項はございません。

(８)【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式のストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改正旧商法第280条
ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成16年３月30日開催の定時株主総会及び平成17年８月
26日開催の臨時株主総会、並びに平成18年3月28日の定時株主総会において特別決議されたものであります。当該制度
の内容は以下のとおりであります。

　 決議年月日 平成16年３月30日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数
当社及び当社子会社の取締役 ６名
当社及び当社子会社の従業員 20名

当社の代表取締役 １名

新株予約権の目的となる株式の種類
「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。

「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。

新株予約権の目的となる株式の数 1,852株 2,000株

新株予約権の行使時の払込金額
「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。

「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。

新株予約権の行使期間 同上 同上

新株予約権の行使の条件 同上 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 同上

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。

「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。

　　
決議年月日 平成17年８月26日 平成18年３月28日

付与対象者の区分及び人数

当社の監査役 　　　３名
当社の従業員　　　 ３名
当社子会社の従業員 １名

当社の代表取締役 １名
当社の従業員　　 ８名

新株予約権の目的となる株式の種類
「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。

「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。

新株予約権の目的となる株式の数 500株 550株

新株予約権の行使時の払込金額
「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。

「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。

新株予約権の行使期間 同上 同上

新株予約権の行使の条件 同上 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 同上

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。

「(2)新株予約権等の状況」に記載し
ております。
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２【自己株式の取得等の状況】

　　 【株式の種類等】 該当事項はありません。

(１) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
　 (２) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。
　 (３) 【株主総会決議又は取締役決議に基づかないものの内容】

　　　該当事項はありません。
　 (４) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
　３【配当政策】

当社は、財務体質の強化とＭ＆Ａによる事業拡大を図るため、創業以来配当を実施しておりません。さらなる事業展開
を目指すため、今後も内部留保に重点を置いてまいります。経営成績及び財政状態において急速な進展が見られた場合
には、利益還元策を講じたいと考えておりますが、当面は配当を行わない予定であります。配当の決定機関は、中間配当
は取締役会、期末配当は株主総会であります。
　なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当（取締役会決議による）を行うことができる旨を定款に定め
ております。
　

４【株価の推移】

(１) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月

最高(円) ― 291,000
264,000
※114,000

57,800 36,000

最低(円) ― 168,000
190,000
※31,100

13,900 6,800

(注)１　最高・最低株価は名古屋証券取引所(セントレックス)におけるものであります。
２　当社株式は、平成17年11月17日から名古屋証券取引所(セントレックス)に上場されております。それ以前につい

ては該当事項はありません。
３　※印は、平成18年２月１日付で行われた株式分割による権利落後の株価であります。

　 (２) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 21,100 19,000 19,450 16,000 14,850 11,000

最低(円) 17,100 16,800 15,350 14,880 8,500 6,800

(注)　 最高・最低株価は名古屋証券取引所（セントレックス）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締
役社長

― 松田　純弘 昭和41年７月４日

昭和59年８月

平成12年４月

平成13年４月

平成17年10月

平成19年３月

平成17年10月

新生住宅グループ入社

株式会社ジェイアイエム取締役

株式会社チャンスイット取締役副社長

クロス・エー株式会社取締役（現任）

当社取締役

当社代表取締役社長（現任）

(注)

１
29

取締役 ─ 神野 大輔 昭和46年７月28日

平成８年４月

平成17年８月

平成21年３月

三井ホーム株式会社　入社

当社　入社

営業グループマネージャー

当社取締役就任（現任）

(注)

１
─

取締役 ─ 油布　弘 昭和40年１月15日

昭和60年10月

平成元年12月

平成14年６月

平成18年５月

平成21年３月

ブリヂストンタイヤ販売株式会社　入社

有限会社フリーウィル代表取締役

アラゴスタ株式会社代表取締役

クロス・エー株式会社代表取締役（現任）

当社取締役就任（現任）

(注)

１
179

取締役 ─ 杉山 洋一 昭和55年6月12日

平成13年２月

平成14年２月

平成17年５月

平成21年３月

株式会社グローバルダイニング入社

株式会社リノベーションプランニング入社

有限会社プライムコンストラクト入社

当社取締役就任（現任）

(注)

１
─

取締役 ─
香月　政伸
(注)３

昭和45年10月６日

平成元年４月

平成３年４月

平成16年12月

平成21年３月

株式会社サンキョウ食品　入社

株式会社メディア　入社

有限会社グローバルキャピタル代表取締役（現

任）

当社取締役就任（現任）

(注)

１
276

監査役
（常勤）

― 桂山　邦明 昭和17年1月23日

昭和39年４月

平成４年５月

平成５年６月

平成７年６月

平成10年６月

平成13年６月

平成17年６月

平成18年６月

平成20年５月

平成20年６月

平成21年３月

 

株式会社日本興業銀行（現株式会社みずほフィナ

ンシャルグループ）　入行

同行審査部長就任

株式会社東北新社常務取締役

国際デジタル通信株式会社（現ソフトバンクテレ

コム株式会社）取締役

同社常勤監査役

興銀リース株式会社監査役（非常勤）

株式会社アイ・ピー・エス取締役（非常勤）

同社常勤監査役

株式会社ワイズテーブルコーポレーション監査役

（非常勤）（現任）

株式会社アイ・ピー・エス監査役（非常勤）（現

任）

当社常勤監査役就任（現任）

(注)

２
─

監査役 ―
荻原　純一
(注)４

昭和41年8月26日

昭和63年４月

平成13年４月

平成21年３月

帝国警備保障株式会社　入社

株式会社コムネット代表取締役（現任）

当社監査役就任（現任）

(注)

２
─

監査役 ―
桝實　秀幸
(注)４

昭和51年9月27日

平成11年１月

平成18年３月

平成18年９月

平成19年12月

平成20年５月

平成21年３月

ボストン大学経済学部修士課程修了

中央大学法科大学院修了

新司法試験合格

弁護士登録

大本総合法律事務所入所（現任）

当社監査役就任（現任）

(注)

２
─

計 484

（注）１　第11期定時株主総会終結の時より第12期定時株主総会終結の時まで 

　　　２　第11期定時株主総会終結の時より第15期定時株主総会終結の時まで

　　　３　取締役香月政伸は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　　　４　監査役荻原純一及び桝實秀幸は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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　６【コーポレート・ガバナンスの状況】
　
(１) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業を取り巻く利害関係者に対する説明責任を果たしつつ、企業価値の最大化を図ることが、コーポレート
・ガバナンスの目指すところであると位置付けております。具体的には、経営の効率性の向上、経営の健全性の維持及
びこれらを達成するための経営の透明性確保を最重要課題として、認識しております。 
　第11期からホールディングカンパニー制を導入し、事業収益と経営管理を分離し、責任体制の明確化を図りました。

　 (２) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①　会社の機関の内容

当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役１名、社外監査役２名の計３名（平成21年３月27日現在）で構成
しております。社外監査役には弁護士を選任し、その専門知識を活かすことにより監査機能をより強化するととも
に、企業経営者に対する監視等の実効性の向上を図っております。
　取締役会は取締役５名（平成21年３月27日現在）で構成し、開催頻度は最低月１回以上開催しております。取締役
会では、法令で定められた事項や経営に関する重要事項について決定するとともに、業務執行状況の報告及び監督
を行っております。 
　社外監査役の専従スタッフは配置しておりません。取締役会には監査役が出席し、取締役を監視する体制をとって
おり、監査役監査に必要な資料を適宜検討できる状況になっております。 
　取締役および監査役は、会社法第426条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する旨
を、定款で定めております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が規定する額を限度としております。な
お、当該責任限定が認められるのは、当該取締役（取締役であったものを含む）、監査役（監査役であった者を含
む）が責任の原因となった職務の遂行について、善意かつ重大な過失がないときに限られます。

　 ②　内部統制システムの整備の状況

当社は定款や社内規程等に違反することのないよう担当各部門において牽制体制を構築しておりますが、加えて
更なる内部統制の充実を図るため、経営監査室（１名）による内部監査を実施しております。当社の内部監査は、そ
の目的を主として社内不正の防止に置いております。一方で監査役及び監査法人による監査は法定の監査であり、
個々の目的は異なりますが、より効率的な監査を実施するためには三者の情報交換が重要であると考えておりま
す。当社は小規模組織であるため、取締役会において重要な意思決定や業務執行に関する報告がなされることを基
本としており、各種の委員会や検討会は設置しておりませんが、適宜の会議を開催することによって充分な意思の
疎通が図られているものと考えております。法定会計監査はアスカ監査法人に依頼しております。 

③　企業情報開示の状況

当社は投資家へ適時に情報を開示するよう努めており、経営の透明性とアカウンタビリティーを積極的に果たし
てまいります。また投資家へのＩＲ活動も充実させ、資本市場との信頼関係の構築に注力してまいります。

④　会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

社外監査役２名はともに当社及びグループ企業での勤務経験はなく、また当社との資本的関係および取引はあり
ません。

⑤　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近一年間における実施状況

投資家の皆様へ向けた積極的な情報開示として、事業説明会を開催しました。また、社外監査役のうち１名は弁護
士であることから、取締役会の前後に監査役会議を開催し、一般的な監査と合わせて法律的な観点から、活動内容の
検証を行っております。

⑥　関連当事者（親会社等）との関係に関する方針

当社は親会社を有していないため、該当事項はありません。
　 (３) 会計監査の状況

当社は、アスカ監査法人と監査契約を締結しております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執
行社員と当社の間には、利害関係はありません。
当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については次のとおりです。

　　　・業務を執行した公認会計士の氏名　　　田中大丸、法木右近
　　　・会計監査業務に係る補助者　　　　　　公認会計士　３名、会計士補　１名、その他　６名
　 (４) 役員報酬及び監査報酬

第10期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであり
ます。

役員報酬：59,765千円
取締役に支払った報酬　　　　　53,750千円（使用人兼務取締役の給与はありません）
監査役に支払った報酬　　　　　 6,015千円
　
監査報酬：15,000千円
公認会計士法第２条第１項に規定する業務
（監査証明業務）に基づく報酬　　15,000千円
上記業務以外に基づく報酬はありません。

　 (５) 取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨を定款に定めております。
　 (６) 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が
出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

　 (７) 株主総会の特別決議要件
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当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議
決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。こ
れは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするも
のであります。

(８) 自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款
に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、自己の株式を取得
することを目的とするものであります。

(９) 取締役及び社外取締役の責任免除

当社は、取締役(取締役であった者を含む)の会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がない場合
は、取締役会の決議によって法令の定める限度額の範囲内で、その責任を免除することができる旨を定款に定めてお
ります。
　また、当社は社外取締役との間で、社外取締役の会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がないと
きは、金10万円以上であらかじめ定める金額又は法令が定める額のいずれか高い額を限度として責任を負担する契約
を締結することができる旨を定款に定めております。
　これは、取締役及び社外取締役がその職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果た
しうる環境を整備することを目的とするものであります。

(10) 監査役及び社外監査役の責任免除

当社は、監査役(監査役であった者を含む)の会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がない場合
は、取締役会の決議によって法令の定める限度額の範囲内で、その責任を免除することができる旨を定款に定めてお
ります。
　また、当社は社外監査役との間で、社外監査役の会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がないと
きは、金10万円以上であらかじめ定める金額又は法令が定める額のいずれか高い額を限度として責任を負担する契約
を締結することができる旨を定款に定めております。
　これは、監査役及び社外監査役がその職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果た
しうる環境を整備することを目的とするものであります。

(11) 会計監査人の責任免除

当社は、会計監査人との間で、会計監査人の会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がないとき
は、金10万円以上であらかじめ定める金額又は法令が定める額のいずれか高い額を限度として責任を負担する契約を
締結することができる旨を定款に定めております。
　これは、会計監査人がその職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境
を整備することを目的とするものであります。

(12) 中間配当の決定機関

当社は、取締役会の決議によって、毎年６月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めてお
ります。これは、中間配当を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするも
のであります。
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第５【経理の状況】

　

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(１) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。
　 (２) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。
　　２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月

31日まで）及び前事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）並びに当連結会計年度（平成20年１月

１日から平成20年12月31日まで）及び当事業年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）の連結財務諸表

及び財務諸表について、アスカ監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

(１)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度
(平成19年12月31日)

当連結会計年度
(平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(%)

金額(千円)
構成比
(%)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ 流動資産 　 　 　 　 　 　 　

 1 　現金及び預金 　 　 38,811 　 　 21,843 　

 2 　受取手形及び売掛金 　 　 241,286 　 　 262,848 　

 3 　たな卸資産 　 　 79,920 　 　 19,740 　

 4 　短期貸付金 　 　 ― 　 　 59,671 　

 5 　前払金 　 　 ― 　 　 22,666 　

 6 　繰延税金資産 　 　 9 　 　 ― 　

 7 　その他 　 　 75,532 　 　 18,713 　

 　　貸倒引当金 　 　 ― 　 　 △158,881 　

 　流動資産合計 　 　 435,56037.1 　 246,60283.8

Ⅱ 固定資産 　 　 　 　 　 　 　

 1 　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

 　(1)建物及び構築物 　 3,640 　 　 8,755 　 　

 　　　減価償却累計額 　 △915 2,724 　 △1,588 7,167 　

 　(2)その他 　 38,369 　 　 30,124 　 　

 　　　減価償却累計額 　 △16,983 21,386 　 △22,315 7,809 　

 　　　減損損失累計額 　 　 ― 　 　 △13,597 　

 　　有形固定資産合計 　 　 24,1102.1 　 1,3780.5

 2 　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

 　(1)ソフトウェア 　 　 256,748 　 　 12,965 　

 　(2)ソフトウエア仮勘定 　 　 89,500 　 　 ― 　

 　(3)のれん 　 　 169,706 　 　 ― 　

 　(4)その他 　 　 640 　 　 640 　

 　　無形固定資産合計 　 　 516,59644.1 　 13,6054.6

 3 　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

 　(1)投資有価証券 　 　 21,429 　 　 0 　

   (2)長期前払費用 　 　 101,262 　 　 1,522 　

 　(3)長期未収入金 　 　 147,275 　 　 143,690 　

 　(4)破産更生債権等 　 　 33,400 　 　 3,400 　

 　(5)その他 　 　 26,925 　 　 31,277 　

 　　貸倒引当金 　 　 △133,880 　 　 △147,144 　

    投資その他の資産合計 　 　 196,41216.7 　 32,74511.1

 固定資産合計 　 　 737,11862.9 　 47,72816.2

 資産合計 　 　 1,172,678100.0 　 294,331100.0
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前連結会計年度
(平成19年12月31日)

当連結会計年度
(平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(%)

金額(千円)
構成比
(%)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ 流動負債 　 　 　 　 　 　 　

 1 　買掛金 　 　 120,631 　 　 209,349 　

 2   短期借入金 　 　 113,320 　 　 117,096 　

 3   未払金 　 　 ― 　 　 99,710 　
 4   1年以内返済予定の
     長期借入金

　 　 190,528 　 　 199,332 　

 5   1年以内償還予定の社債 　 　 72,000 　 　 ― 　

 6   未払法人税等 　 　 3,861 　 　 4,872 　

 7   前受金 　 　 1,030 　 　 1,335 　

 8   返品調整引当金 　 　 ― 　 　 634 　

 9   その他 　 　 19,166 　 　 17,806 　

   流動負債合計 　 　 520,53744.4 　 650,136220.9

Ⅱ 固定負債 　 　 　 　 　 　 　

 1   長期借入金 　 　 127,463 　 　 85,183 　

 2   リース資産減損勘定 　 　 56,872 　 　 128,061 　

 3   負ののれん 　 　 ― 　 　 1,812 　

  固定負債合計 　 　 184,33515.7 　 215,05773.1

  負債合計 　 　 704,87360.1 　 865,194294.0

　 　 　 　 　 　 　 　

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ 株主資本 　 　 　 　 　 　 　

 1   資本金 　 　 768,48065.5 　 798,486271.3

 2   資本剰余金 　 　 1,166,21399.5 　 1,293,724439.5

 3   利益剰余金 　 　 △1,479,403△126.2 　 △2,675,798△909.1

  株主資本合計 　 　 455,28938.8 　 △583,588△198.3

Ⅱ 少数株主持分 　 　 12,5151.1 　 12,7254.3

   純資産合計 　 　 467,80539.9 　 △570,862△194.0

   負債純資産合計 　 　 1,172,678100.0 　 294,331100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度
(自 平成19年1月1日
  至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年1月1日
  至 平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(%)

金額(千円)
百分比
(%)

Ⅰ  売上高 　 　 1,136,901100.0 　 1,116,180100.0

Ⅱ  売上原価 　 　 979,39186.1 　 936,08683.9

      売上総利益 　 　 157,51013.9 　 180,09416.1

Ⅲ  販売費及び一般管理費
※1
※2

　 610,99653.8 　 555,28749.7

  営業損失 　 　 453,486△39.9 　 375,193△33.6

Ⅳ  営業外収益 　 　 　 　 　 　 　

 1    受取利息 　 8,688 　 　 1,427 　 　

 2    受取配当金 　 87 　 　 0 　 　

 3    業務受託益 　 ― 　 　 7,225 　 　

 4    雑収入 　 1,715 　 　 5,796 　 　

 5    その他 　 2,355 12,8461.1 42 14,4921.3

Ⅴ  営業外費用 　 　 　 　 　 　 　

 1    支払利息 　 12,939 　 　 17,747 　 　

 2    株式交付費 　 2,284 　 　 ― 　 　

 3    事業投資損失 　 9,671 　 　 ― 　 　

 4    支払保証料 　 ― 　 　 3,213 　 　

 5    その他 　 4,748 29,6432.6 4,571 25,5312.3

  　経常損失 　 　 470,282△41.4 　 386,232△34.6

Ⅵ  特別利益 　 　 　 　 　 　 　

 1    貸倒引当金戻入益 　 192 　 　 674 　 　

 2    賞与引当金戻入益 　 2,308 　 　 ― 　 　

 3    関係会社株式売却益 　 53,144 　 　 25,394 　 　

 4    債務免除益 　 26,900 　 　 ― 　 　

 5    前期損益修正益 ※6 ― 　 　 1,238 　 　

 6    その他特別利益 　 ― 82,5467.3 3,170 30,4782.7

Ⅶ  特別損失 　 　 　 　 　 　 　

 1    ソフトウェア除却損 ※3 127,752 　 　 ― 　 　

 2    固定資産除却損 ※3 3,567 　 　 2,039 　 　

 3    減損損失 ※4 169,196 　 　 613,213 　 　

 4    関係会社清算損 　 40,549 　 　 ― 　 　

 5    投資有価証券評価損 　 80,000 　 　 20,299 　 　

 6    関係会社株式売却損 　 3,180 　 　 ― 　 　

 7    貸倒引当金繰入額 　 126,950 　 　 97,333 　 　

 8    たな卸資産評価損 　 116,482 　 　 66,957 　 　

 9    前期損益修正損 ※7 ― 　 　 295 　 　

10    その他特別損失 　 96,992764,67167.3 37,732837,87175.1

   税金等調整前当期純損失 　 　 1,152,408△101.4 　 1,193,625△106.9

   法人税、住民税及び事業税 　 11,373 　 　 2,550 　 　
   過年度法人税、住民税及び
   事業税

※5 △5,424 　 　 ― 　 　

 法人税等調整額 　 △2,629 3,3200.3 9 2,5600.2

 少数株主利益 　 　 6,1390.5 　 209 0.0

 当期純損失 　 　 1,161,867△102.2 　 1,196,395△107.2
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　
株主資本 少数株主

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年12月31日残高(千円) 568,480966,216△326,4061,208,28931,312 1,239,601

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 200,000199,997 ─ 399,997 ─ 399,997

　当期純損失 ─ ─ △1,161,867△1,161,867 ─ △1,161,867

　連結除外による株主資本変動額 ─ ─ 3,464 3,464 ─ 3,464

　持分減少に伴う持分変動額 ─ ─ 5,406 5,406 ─ 5,406

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ △18,796 △18,796

連結会計年度中の変動額合計(千円) 200,000199,997△1,152,997△753,000△18,796 △771,795

平成19年12月31日残高(千円) 768,4801,166,213△1,479,403455,289 12,515 467,805

　
当連結会計年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

　
株主資本 少数株主

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年12月31日残高(千円) 768,4801,166,213△1,479,403455,289 12,515 467,805

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 30,006 127,511 ─ 157,517 ─ 157,517

　当期純損失 ─ ─ △1,196,395△1,196,395 ─ △1,196,395

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ 209 209

連結会計年度中の変動額合計(千円) 30,006 127,511△1,196,395△1,038,878 209 △1,038,668

平成20年12月31日残高(千円) 798,4861,293,724△2,675,798△583,588 12,725 △570,862
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度
(自 平成19年1月1日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年1月1日 
 至 平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

     税金等調整前当期純損失(△) 　 △1,152,408 △1,193,625

     減価償却費 　 12,779 12,183

     減損損失 　 169,196 613,213

     ソフトウェア償却 　 102,646 69,958

     長期前払費用償却 　 52,905 39,846

     のれん償却額 　 84,452 49,412

     ソフトウェア除却損 　 127,752 ―

     固定資産除却損 　 3,567 2,039

     貸倒引当金の増減額(△は減少) 　 133,997 172,539

     賞与引当金の増減額(△は減少) 　 14,658 ―

     受取利息及び受取配当金 　 △8,776 △1,428

     支払利息及び社債利息 　 14,332 17,747

     株式交付費 　 2,284 ―

     持分法による投資損益 　 △239 624

     事業投資損失 　 9,671 ―

     投資有価証券売却益 　 ― △624

     投資有価証券評価損 　 80,000 20,299

     関係会社株式売却益 　 △53,144 △25,394

     関係会社株式売却損 　 3,180 ―

     関係会社清算損 　 40,549 ―

     その他特別損失 　 96,992 ―

     売上債権の増減額(△は増加) 　 △195,154 △21,562

     たな卸資産の増減額(△は増加) 　 67,971 60,180

     その他流動資産の増減額(△は増加) 　 72,053 20,244

     破産更生債権等の増減額(△は増加) 　 ― 30,000

     その他債権の増減額(△は増加) 　 △147,275 ―

     仕入債務の増減額(△は減少) 　 122,576 88,717

     未払金の増減額(△は減少) 　 7,866 94,974

     その他流動負債の増減額(△は減少) 　 △1,118 △50

     その他 　 911 △28,512

     小計 　 △337,768 20,784

     利息及び配当金の受取額 　 8,776 1,444

     利息の支払額 　 △13,731 △13,699

     法人税等の支払額 　 △29,788 △1,376

   営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △372,512 7,151
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前連結会計年度
(自 平成19年1月1日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年1月1日
至 平成20年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

     有形固定資産の取得による支出 　 △17,676 △9,170

     有形固定資産の売却による収入 　 ― 5,343

     無形固定資産の取得による支出 　 △190,292 △589

     投資有価証券の取得による支出 　 △50,000 ―

     投資有価証券の売却による収入 　 ― 60,150

     連結除外に伴う変動額 　 8,871 48,329

     子会社株式の売却による収入 ※2 190,024 11,431

     貸付金の回収による収入 　 37,810 ―

     貸付けによる支出 　 ― △44,321

     長期前払費用の増加による支出 　 △131,773 △51,142

     その他投資による支出 　 △155 △2,462

   投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △153,191 17,567

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

     短期借入金の純増減(△は減少) 　 △56,023 3,776

     長期借入れによる収入 　 239,000 30,000

     長期借入金の返済による支出 　 △197,787 △63,475

     社債の償還による支出 　 △64,000 △72,000

     少数株主からの増資に伴う収入 　 5,406 ―

     株式の発行による収入 　 297,716 60,012

     その他 　 △15 ―

   財務活動によるキャッシュ・フロー 　 224,296 △41,687

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 　 △301,408 △16,967

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 　 340,219 38,811

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 38,811 21,843
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況

前連結会計年度
(自 平成19年1月1日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年1月1日
至 平成20年12月31日)

当社グループは、前連結会計年度に28百万円、当連結会計
年度に453百万円の大幅な営業損失を計上すると同時に営
業キャッシュ・フローにつきましても、前連結会計年度は
130百万円、当連結会計年度は372百万円と2期連続でマイ
ナスになっております。
また、764百万円の特別損失を計上した結果、当期純損失が
1,161百万円となっております。当該状況により継続企業
の前提に関する重要な疑義が存在しております。
当社グループは、このような状況を解消すべく、当連結会
計年度において子会社の整理を迅速に実行し、不採算事業
から撤退すると共に、経費削減による経営基盤の強化を図
りました。財務面では(重要な後発事象)に記載のとおり、
第三者割当増資による財務基盤の安定化を図りました。今
後の経営方針として、収益力の強化により企業価値の向上
を図ります。具体的には、XML事業への集中と、収益性を重
視した企業グループ再編であります。これら施策の結果、
継続企業の前提に関する重要な疑義を解消できるものと
判断しております。なお、連結財務諸表は継続企業を前提
として作成されており、このような重大な疑義の影響を反
映いたしておりません。

当社グループは、前連結会計年度に453,486千円、当連
結会計年度に375,193千円の大幅な営業損失を計上す
ると同時に、営業キャッシュ・フローにつきましても
前連結会計年度に372,512千円のマイナスを計上して
おります。また、事業再編による特別損失の計上に
よって1,196,395千円の多額な当期純損失を計上した
ことにより、570,862千円の債務超過となっておりま
す。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な
疑義が存在しております。当社グループは、このよう
な状況を解消すべく、事業の再構築と組織再編をより
抜本的に実行し、収益力を最優先とする経営基盤の強
化を図ります。
平成21年2月2日開催の当社取締役会において、赤字の
連結子会社である株式会社データプレイスの株式売
却を決議し、同日売却いたしました。その概要は注記
事項の（重要な後発事象）に記載のとおりでありま
す。
今後の経営方針として、具体的に平成21年度に行う施
策は以下のとおりであります。
①収益モデルの変革
初期コストの高いシステム開発事業からの脱却を図
り、当社グループが保有するITマーケティング技術を
生かした事業への転換を行い、各種案件の獲得へとつ
なげてまいります。
②財務基盤の強化
平成21年度第3四半期を目処に、第三者割当増資によ
る経営基盤の安定化を図ります。
③コストの見直し
組織を見直し、余剰人員の整理及び一般管理費につき
ましても各費目の費用対効果の見直しを行い、コスト
削減計画を実行します。
④事業収益の確保
当社グループにおけるM&Aの成立を目指し、従来の事
業とのシナジー効果を追求します。
上記の施策を確実に実行していくことで、当社グルー
プの資金繰りを好転させ、事業収益の確保に取り組ん
でまいります。これら施策の結果、継続企業の前提に
関する重要な疑義を解消できるものと判断しており
ます。
連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお
り、このような重大な疑義の影響を連結財務諸表には
反映いたしておりません。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

1 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 (1)連結子会社

　 連結子会社の数 2社

連結子会社の名称
クロス・エー株式会社
株式会社エアフォルク
 
 
収益性を最優先した事業再編のため、連
結子会社を売却いたしました。 
前連結会計年度において、連結子会社で
ありました㈱販路開発、㈱マイトベー
シックサービス、㈱エムタック、㈱日本
ヘンプ、上海琥鋭信息技術有限公司(上
海クロス・エー)については、当社が保
有する全株式の売却により、㈱セールス
・サポート・サービシーズについては
清算により、グリーンネットワーク㈱に
ついては第三者割当増資によって当社
の保有株式割合が50%以下になったこと
により、連結の範囲から除外していま
す。
㈱販路開発及びグリーンネットワーク
㈱については平成19年6月30日まで、㈱
マイトベーシックサービス、㈱エムタッ
クについては平成19年9月30日まで、㈱
セールス・サポート・サービシーズに
ついては、清算完了日である平成19年9
月19日まで、㈱日本ヘンプ、上海琥鋭信
息技術有限公司(上海クロス・エー)に
ついては、平成19年12月31日までの損益
計算書については連結しております。

連結子会社の数 3社

連結子会社の名称
株式会社データプレイス
クロス・エー株式会社
株式会社エアフォルク
 
株式会社データプレイスは平成20年4月
1日に会社分割し、株式会社DPGホール
ディングスに商号変更し、純粋持株会社
体制へ移行しました。これと同時に、事
業会社として株式会社デー
タプレイスを新設分割したため当連結
会計年度より連結の範囲に含めており
ます。
株式会社フォト・ウェーブは平成20年3
月31日の株式交換により、当連結会計年
度より連結の範囲に含めておりました
が、平成20年11月7日の株式売却により
連結子会社から除外しています。なお、
平成20年10月1日をみなし売却日とした
ため、平成20年4月1日から平成20年9月
30日までの損益計算書を連結しており
ます。
ミッションステートメント株式会社は
平成20年3月31日と平成20年5月1日の
デットエクイティスワップにより株式
会社フォト・ウェーブの連結子会社と
なりました。これに伴い平成20年4月1日
をみなし取得日として、当連結会計年度
より連結の範囲に含めておりましたが、
平成20年11月7日の株式会社フォト・
ウェーブ株式の売却により連結子会社
から除外しています。
なお、同社についても平成20年4月1日か
ら平成20年9月30日までの損益計算書を
連結しております。

　 　 (2)非連結子会社

非連結子会社はありません。
 
株式会社インターネットペイメント
サービスは平成20年8月15日の株式交換
により株式を取得しましたが平成20年
11月7日に株式を売却し一時的な保有で
あるため非連結子会社となりました。な
お、平成20年11月7日の株式売却により
非連結子会社から除外しています。

2 持分法の適用に関する事項 持分法を適用した関連会社 1社
持分法適用会社の名称 グリーンネット
ワーク㈱
グリーンネットワーク㈱は、平成19年6
月30日付の第三者割当増資によって当
社の保有割合が50%以下になったため当
社の連結子会社から持分法適用会社に
移行しております。

持分法適用関連会社及び持分法非適用
関連会社はありません。
 
前連結会計年度において持分法適用関
連会社でありましたグリーンネット
ワーク株式会社は、平成20年9月12日の
株式売却により持分法適用関連会社か
ら除外しています。
株式会社インターネットペイメント
サービスは平成20年8月15日の株式交換
により株式を取得しましたが平成20年
11月7日に株式を売却し一時的な保有で
あるため持分法非適用関連会社となり
ました。なお、平成20年11月7日の株式売
却により持分法非適用関連会社から除
外しています。
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項目
前連結会計年度

(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

3 連結子会社の事業年度等に

関する事項

 全連結子会社の決算日は当社連結決算

日(12月31日)に統一されております。
 

 全連結子会社の決算日は当社連結決算

日(12月31日)に統一されております。
 

4 会計処理基準に関する事項 　 　

① 重要な資産の評価基準及び

評価方法

(1) 有価証券
 ①その他有価証券
 時価のないもの

(1) 有価証券
同左

　 移動平均法による原価法 　

　 (2) 商品
個別法による原価法

　

(2) 商品
同左

　 (3) 仕掛品
個別法による原価法

　

(3) 仕掛品
同左

② 重要な減価償却資産の償却

方法

(1)有形固定資産

定率法
取得価額10万円以上20万円未満の
少額減価償却資産については、3年間
の均等償却によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物 10～15年

工具、器具及び備品 3～10年

(1)有形固定資産

 

同左

　 (2)無形固定資産

自社利用のソフトウェア
社内における利用可能期間(5年)に
基づく定額法によっております。

(2)無形固定資産

同左

　 市場販売目的のソフトウェア
見込販売数量に基づく償却額と、3年
を限度とする残存有効期間に基づく均
等配分額を比較し、いずれか大きい額
を償却する方法によっております。

 

同左

　 (3)長期前払費用
均等償却によっております。
なお、償却期間については法人税法
に規定する方法と同一の基準によって
おります。

(3)長期前払費用

同左

③ 重要な繰延資産の処理方法 株式交付費 
支出時に全額費用として処理しており
ます。

株式交付費 
同左

④ 重要な引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
 債権の貸倒による損失に備えるため、
一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金
同左

　 (2) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に
充てるため、支給見込額に基づき当連結
会計年度に見合う分を計上しておりま
す。

(2) 賞与引当金

　　　　　　　 ―
　　　　　　　　

　 (3) 返品調整引当金
　　　　　　　 ―

(3) 返品調整引当金

当期の売上に起因した翌期以降の返品

損失に備えるため、返品損失の見込額を

計上しております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

⑤重要なリース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

同左

⑥重要なヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法
金利スワップの特例処理の要件を満
たしておりますので、特例処理を採用
しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象
(ヘッジ手段)
金利スワップ

(ヘッジ対象)
借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 (3) ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避する
目的で金利スワップ取引を行ってお
り、ヘッジ対象の識別は個別契約ごと
に行っております。

(3) ヘッジ方針

同左

　 (4) ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を満
たしており、決算日における有効性の
評価を省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

⑦その他連結財務諸表作成の
ための重要な事項

(1) 消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左
　 (2) 出資金の会計処理 

任意組合への出資金については、貸借
対照表及び損益計算書双方について持
分相当額を純額で取り込む方法によっ
て計上しております。

(2) 出資金の会計処理

同左

5 連結子会社の資産及び負債
の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価に
ついては、全面時価評価法を採用して
おります。

同左

6 のれん及び負のれんの償却
に関する事項

のれんの償却については、5年間の均
等償却を行っております。

のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の均等償却を行っておりま

す。

7 連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及
び容易に換金可能であり、かつ、価値の
変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から3ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資からなっておりま
す。

同左
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会計処理の変更
前連結会計年度

(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

有形固定資産の減価償却の方法

法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平

成19年3月30日 法律第6号)及び(法人税施行令の一部を

改正する政令 平成19年3月30日 政令第83号))に伴い、

平成19年4月1日以降に取得の有形固定資産については、

改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。

これによる損益及びセグメント情報に与える影響は軽

微であります。

 
 

------

 

表示方法の変更

前連結会計年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

 

------

 

(連結貸借対照表)

前連結会計年度まで流動資産「その他」に含めて表示

しておりました「短期貸付金」及び「前払金」につい

ては、当連結会計年度において総資産の100分の5を超え

ることとなったため、当連結会計年度より区分掲記して

おります。なお、前連結会計年度の「短期貸付金」は

14,000千円、「前払金」は30,702千円であります。

前連結会計年度まで流動負債「その他」に含めて表示

しておりました「未払金」については、当連結会計年度

において総資産の100分の5を超えることとなったため、

当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連

結会計年度の「未払金」は8,827千円であります。

(連結損益計算書)

前連結会計年度まで営業外収益「その他」に含めて表

示しておりました「業務受託益」については、当連結会

計年度において営業外収益の100分の10を超えることと

なったため、当連結会計年度より区分掲記しておりま

す。なお、前連結会計年度の「業務受託益」は2,116千円

であります。

追加情報

前連結会計年度
(平成19年12月31日)

当連結会計年度
(平成20年12月31日)

------

固定資産の減価償却の方法の変更
　法人税改正に伴い、平成19年3月31日以前に取得した資産
については改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適
用により取得価額の5％に到達した連結会計年度の翌連結
会計年度より、取得価額の5％相当額と備忘価額との差額を
5年間にわたり、均等償却し、減価償却費に含めて計上して
おります。
これにより損益に与える影響は軽微です。

注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成19年12月31日)

当連結会計年度
(平成20年12月31日)

保証債務
借入債務に対し、債務保証を行っている。
    株式会社マイトベーシックサービス  10,786千円

 
------
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりです。

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりです。

役員報酬 95,010千円

給与手当 99,882千円

ライセンス料 18,645千円

貸倒引当金繰入 7,239千円

賞与引当金繰入 9,871千円

のれん償却額 84,452千円

　

役員報酬 103,915千円

給与手当 67,253千円

ライセンス料 4,500千円

貸倒引当金繰入 89,466千円

のれん償却額 49,412千円
　

※2 一般管理費に含まれる研究開発費は、3,303千
円であります。 

※2 一般管理費に含まれる研究開発費は、13,715千
円であります。 

※3 固定資産除却損
固定資産除却損の内訳は次の通りであります。
工具・器具・備品 3,567千円
ソフトウェア 127,752千円

※3 固定資産除却損
固定資産除却損の内訳は次の通りであります。
建物(設備造作) 2,039千円
 

※4 減損損失

場所 用途 種類 金額(千円)

東京都中央区 中国関連事業 のれん 57,375

東京都港区
ビジネスオペレー

ションシステム
リース資産 56,872

東京都港区 パーテーション 有形固定資産 900

東京都港区 開発ツール ソフトウェア 16,345

東京都港区
システム利用権ラ

イセンス
長期前払費用 37,703

合 計 169,196

 当社グループは、投資先(関係会社)ごと事業別に資産を
グルーピングしております。グルーピングの単位である
各投資先のうち、クロス・エー株式会社に関しては、取得
時に検討した事業計画において、中国展開について断念
して事業計画を見直したため、当初想定した収益が見込
めなくなった「のれん」について帳簿価額を回収可能価
額まで減損しております。なお、回収可能価額は使用価値
により測定しており、将来キャッシュ・フローを年率14%
で割り引いて算定しております。
子会社を含めたユーザマニュアル作成・管理の効率化を
狙いとして導入した、リース資産については、エムタック
が中心となって活用することを想定していました。エム
タックを含めて7社が当社の連結からはずれたため、この
リース資産に関しては、当面予定していた使途に使用し
なくなったため、正味売却価額まで減損しております。正
味売却価額は売却が困難であるため、零としております。
当社における受託開発事業については、営業活動から生
じる利益及びキャッシュ・フローが連続して赤字となる
見込みのため、有形固定資産、ソフトウェア、長期前払費
用を正味売却価額まで減損しております。正味売却価額
は売却が困難であるため、零としております。

※4 減損損失

場所 用途 種類 金額(千円)

東京都中央区
ASP型課金システ
ム

のれん 126,223

東京都港区
企業情報案内システ

ム
リース資産 86,225

東京都港区 広告用端末 有形固定資産 13,597

東京都港区
広告端末プログラ

ム
ソフトウェア 186,921

東京都港区
ASP型受発注シス

テム

ソフトウェア

仮勘定
89,500

東京都港区
システム利用権ラ

イセンス
長期前払費用 110,745

合 計 613,213

当社グループは、投資先(関係会社)ごと事業別に資産を
グルーピングしております。グルーピングの単位である
各投資先のうち、クロス・エー株式会社に関しては、取得
時に検討した事業計画において、当初想定した収益が見
込めなくなった「のれん」について帳簿価額を備忘価額
まで減損しております。
株式会社データプレイスは平成20年12月期決算で債務超
過となり事業について今後継続が不可能となる可能性が
あるため、有形固定資産、ソフトウェア、長期前払費用、
リース資産を備忘価額まで減損しております。
 

※5 過年度法人税、住民税、及び事業税 
株式会社エムタックにおいて、平成18年12月期に係る法人
税等の修正申告をしたことによるものです。
※6
------

※7
------

※5
------

※6 前期損益修正益の内訳
前期損益修正益の内訳は次のとおりです。
前受金の取消 1,238千円
※7 前期損益修正損の内訳
前期損益修正損の内訳は次のとおりです。
買掛金の取消 295千円
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　 (連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日)
１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式      (株) 46,956 11,263 ― 58,219
　

(変動事由の概要)
増加数の主な内訳は、次の通りであります。
第三者割当増資による増加     11,263株

　 ２ 自己株式に関する事項
    該当事項はありません。

　 ３ 新株予約権等に関する事項
    該当事項はありません。

　 ４ 配当に関する事項
    該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日)
１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式      (株) 58,219 8,814 ― 67,033
　

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次の通りであります。
第三者割当増資による増加       3,334株
株式交換による増加       　　　5,480株

　 ２ 自己株式に関する事項
　

    該当事項はありません。
　 ３ 新株予約権等に関する事項

    該当事項はありません。
　 ４ 配当に関する事項

    該当事項はありません。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

※1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定    38,811千円
現金及び現金同等物  38,811千円

※2 株式の売却により連結から除外することとなった
会社の資産及び負債の主な内訳
株式会社マイトベーシックサービス

流動資産 53,640千円

固定資産 20,707千円

資産合計 74,348千円

流動負債 46,107千円

固定負債 31,322千円

負債合計 77,429千円

株式会社エムタック

流動資産 171,672千円

固定資産 72,109千円

資産合計 243,781千円

流動負債 103,230千円

固定負債 ―

負債合計 103,230千円

株式会社販路開発、株式会社日本ヘンプ及び上海

クロスエー

流動資産 31,557千円

固定資産 11,511千円

資産合計 43,068千円

流動負債 27,019千円

固定負債 7,000千円

負債合計 34,019千円

株式の売却により連結から除外することとなった会社
の資産及び負債の主な内訳
グリーンネットワーク株式会社

流動資産 29,006千円

固定資産 8,431千円

資産合計 37,438千円

流動負債 34,965千円

固定負債 ―

負債合計 34,965千円

 貸付金現物出資(デットエクイティスワップ)による関係
会社株式の取得

長期借入金の減少額 99,997千円

資本の増加額 50,000千円

資本準備金の増加額 49,997千円

※1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定  　　21,843千円
現金及び現金同等物    21,843千円

※2 株式の取得により新たに連結子会社となった会社
の資産及び負債の内訳
株式会社フォト・ウェーブ

流動資産 105,059千円

固定資産 79,847千円

資産合計 184,906千円

流動負債 75,595千円

固定負債 128,807千円

負債合計 204,402千円

注)記載金額にはミッションステートメント株式
　会社が含まれております。
 

株式の売却により連結から除外することとなった会社
の資産及び負債の主な内訳
株式会社フォト・ウェーブ

流動資産 154,188千円

固定資産 74,158千円

資産合計 228,347千円

流動負債 187,238千円

固定負債 117,245千円

負債合計 304,483千円

注)記載金額にはミッションステートメント株式
　会社が含まれております。
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引
1 リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

　
取得価額相

当額(千円)

減価償却累

計額相当額

(千円)

減損損失累

計額相当額

(千円)

期末残高相当

額(千円)

工具・器具及

び備品
37,15710,963 ― 26,194

ソフトウェア 272,29590,43456,872124,988

合 計 309,453101,39756,872151,183

 2 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘
定残高

1年内     54,695千円
1年超     96,488千円
合計     151,183千円
リース資産減損勘定残高   56,872千円

 
3 支払リース料、減価償却相当額、支払利息相当額及び減
損損失

支払リース料        75,516千円 
減価償却費相当額    69,094千円 
支払利息相当額       8,557千円
減損損失            56,872千円

 
4 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法によっております。

 5 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額
との差額を利息相当額とし、各期への配分方
法については、利息法によっております。

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引
1 リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

　
取得価額相

当額(千円)

減価償却累

計額相当額

(千円)

減損損失累

計額相当額

(千円)

期末残高相当

額(千円)

工具・器具及

び備品
37,15722,92312,2641,970

ソフトウェア 253,815138,308115,507 ―

合 計 290,973161,231127,7711,970

 2 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘
定残高

1年内     67,257千円
1年超     69,022千円
合計     136,279千円
リース資産減損勘定残高   127,771千円

 (注)上記リース資産減損勘定期末残高の他に、注記省略取引に

係るリース資産減損勘定期末残高290千円を計上しております。

3 支払リース料、減価償却相当額、支払利息相当額及び
リース資産減損勘定の取崩額、減損損失

支払リース料               69,460千円 
減価償却費相当額           62,977千円 
支払利息相当額              6,271千円
リース資産減損勘定の取崩額 15,035千円 
減損損失                   85,934千円

(注)上記減損損失の他に注記省略取引に係る減
損損失290千円を計上しております。

4 減価償却費相当額の算定方法
同左

 
5 利息相当額の算定方法

同左

　
　 (有価証券関係)

１.時価評価されていない有価証券

区分

前連結会計年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

連結貸借対照表計上額(千円) 連結貸借対照表計上額(千円)

(１)その他有価証券 　 　

① 非上場有価証券
株式

21,429 0

合計 21,429 0
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(デリバティブ取引関係)

1.取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

(1)取引の内容
利用しているデリバティブ取引は、金利スワップであり
ます。
(2)取引に対する取り組み方針
デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク回
避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であ
ります。
(3)取引の利用目的
デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場にお
ける利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用
しております。
なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行って
おります。
①ヘッジ会計の方法
金利スワップについては、特例処理の要件を満たしてお
りますので、特例処理を採用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
(ヘッジ手段)金利スワップ
(ヘッジ対象)借入金の利息
③ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避する目的でスワップ取
引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っ
ております。
④ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有
効性の判定を省略しております。
(4)取引に係るリスクの内容
当社が利用している金利スワップは、市場金利の変動に
よるリスクがあります。なお、取引の契約先は信用度の
高い金融機関に限定しているため、相手先の契約不履行
による信用リスクはほとんどないと認識しております。
(5)取引にかかるリスク管理体制
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を
定めた社内ルールに従い、資金担当部門が決済担当者の
承認を得て行っております。

(1)取引の内容
　　　　　　　　　　　　同左

(2)取引に対する取り組み方針

　　　　　　　　　　　　同左 

(3)取引の利用目的

　　　　　　　　　　　　同左 

(4)取引に係るリスクの内容

　　　　　　　　　　　　同左 

(5)取引にかかるリスク管理体制
　　　　　　　　　　　　同左 

　

２.取引の時価等に関する事項

前連結会計年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

該当事項はありません。
なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会
計を適用しておりますので注記の対象から除いており
ます。

　　　　　　　　　　　　同左 

　

(退職給付関係)

該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
　 　 (1) ストック・オプションの内容
会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数
当社及び当社子会社の取締役　６名
当社及び当社子会社の従業員　20名

株式の種類及び付与数 普通株式　1,000株　(株式分割後　2,000株）（注）

付与日 平成16年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成18年６月１日     至  平成21年３月30日
　会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数 当社の代表取締役　　１名

株式の種類及び付与数 普通株式　1,000株　(株式分割後　2,000株）（注）

付与日 平成16年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成16年６月１日   至  平成21年３月30日
　会社名 提出会社

決議年月日 平成17年８月26日

付与対象者の区分及び人数
当社の監査役　　　  ３名
当社従業員　　　　  ３名
当社子会社の従業員　１名

株式の種類及び付与数 普通株式　　400株　(株式分割後　800株）  （注）

付与日 平成17年９月９日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成19年９月10日     至  平成24年３月７日
　会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

付与対象者の区分及び人数
当社の代表取締役　　１名
当社の従業員　　　　８名

株式の種類及び付与数 普通株式　640株

付与日 平成18年４月28日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成20年４月30日    至  平成25年４月26日

(注）　当社は、平成18年２月１日付で普通株式１株を普通株式２株への株式分割を実施いたしております。
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　 (２) ストック・オプションの規模及びその変動状況
　　　①　ストック・オプションの数
会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日 平成16年３月30日 平成17年８月26日

権利確定前 　　 　

　期首（株） ─ ─
400 

(株式分割後 800)

　付与（株） ─ ─ ─

　失効（株） ─ ─ ─

　権利確定(株）
─
 

─
400 

(株式分割後 800)

　未確定残(株） ─ ─ ─

権利確定後 　　 　

　期首（株）
926

（株式分割後1,852）
1,000

（株式分割後2,000）
―

　権利確定(株） ─ ─
400

（株式分割後800）

　権利行使(株） ─ ─ ─

　失効（株） ─ ─ ─

　未行使残（株） 1,852 2,000 800
　会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

権利確定前 　

　期首（株） 640

　付与（株） ─

　失効（株） ─

　権利確定(株） ─

　未確定残(株） 640

権利確定後 　

　期首（株） ─

　権利確定(株） ─

　権利行使(株） ─

　失効（株） ─

　未行使残（株） ─

(注）　当社は、平成18年２月１日付で普通株式１株を普通株式２株への株式分割を実施いたしております。
　　　　②　単価情報
会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日 平成16年３月30日 平成17年８月26日

権利行使価格（円）
50,000

(株式分割後　25,000)
50,000

(株式分割後　25,000)
170,000

(株式分割後　85,000)

行使時平均株価（円） 43,884 269,000 ─
　会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

権利行使価格（円） 　71,750

行使時平均株価（円） ─

　

EDINET提出書類

株式会社　ＤＰＧホールディングス(E05531)

有価証券報告書

52/94



当連結会計年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)
　 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　 　 (1) ストック・オプションの内容
会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数
当社及び当社子会社の取締役　６名
当社及び当社子会社の従業員　20名

株式の種類及び付与数 普通株式　1,852株　

付与日 平成16年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成18年６月１日     至  平成21年３月30日
　会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数 当社の代表取締役　　１名

株式の種類及び付与数 普通株式　2,000株

付与日 平成16年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成16年６月１日   至  平成21年３月30日
　会社名 提出会社

決議年月日 平成17年８月26日

付与対象者の区分及び人数
当社の監査役　　　  ３名
当社従業員　　　　  ３名
当社子会社の従業員　１名

株式の種類及び付与数 普通株式　500株

付与日 平成17年９月９日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成19年９月10日     至  平成24年３月７日
　会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

付与対象者の区分及び人数
当社の代表取締役　　１名
当社の従業員　　　　８名

株式の種類及び付与数 普通株式　550株

付与日 平成18年４月28日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成20年４月30日    至  平成25年４月26日
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　 (２) ストック・オプションの規模及びその変動状況
　　　①　ストック・オプションの数
会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日 平成16年３月30日 平成17年８月26日

権利確定前 　　 　

　期首（株） ─ ─ ─

　付与（株） ─ ─ ─

　失効（株） ─ ─ ─

　権利確定(株） ─ ─ ─

　未確定残(株） ─ ─ ─

権利確定後 　　 　

　期首（株） 1,852 2,000 800

　権利確定(株） ─ ─ ─

　権利行使(株） ─ ─ ─

　失効（株） ─ ─ 300

　未行使残（株） 1,852 2,000 500
　会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

権利確定前 　

　期首（株） 640

　付与（株） ─

　失効（株） ─

　権利確定(株） 640

　未確定残(株） ─

権利確定後 　

　期首（株） ─

　権利確定(株） 640

　権利行使(株） ─

　失効（株） 90

　未行使残（株） 550

　
　　　　②　単価情報
会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日 平成16年３月30日 平成17年８月26日

権利行使価格（円） 25,000 25,000 85,000

行使時平均株価（円） ─ ─ ─
　会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

権利行使価格（円） 71,750

行使時平均株価（円） ─
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(税効果会計関係)
　 前連結会計年度

(平成19年12月31日)
当連結会計年度
(平成20年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　(繰延税金資産)

未払事業税 　　930千円

貸倒引当金繰入 52,244千円

ソフトウェア償却 71,476千円

固定資産減損損失 45,500千円

投資有価証券評価損 32,552千円

繰越欠損金 364,852千円

その他 441千円

繰延税金資産小計 567,995千円

評価性引当額 △567,986千円

繰延税金資産合計 9千円
　

繰延税金資産の純額 9千円

 
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
の差異については、税金等調整前当期純損失が計上さ
れているため記載しておりません。

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　(繰延税金資産)

未払事業税 1,034千円

貸倒引当金繰入 149,031千円

リース資産減損損失 30,793千円

固定資産減損損失 127,213千円

投資有価証券評価損 8,296千円

会社分割に伴う一時差異 275,857千円

棚卸資産評価損 21,082千円

繰越欠損金 595,288千円

その他 11千円

繰延税金資産小計 1,208,609千円

評価性引当額 △1,208,609千円

繰延税金資産合計 ―
　

繰延税金資産の純額 ―

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　
企業情報事業
（千円）

ＸＭＬ事業
（千円）

コンシュー
マー事業
（千円）

システム事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
  （千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業利益 　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 146,367128,854133,718727,9611,136,901 ─ 1,136,901

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ 1,828 52,51154,339（54,339） ─

計 146,367128,854135,546780,4721,191,241（54,339）1,136,901

営業費用 192,843113,179130,499623,9371,060,458529,9291,590,387

営業利益又は営業損失（△） △46,475 15,675 5,047 156,535130,782（584,268）△453,486

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損
失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　 　

資産 210,101161,574388,783218,450978,909193,7691,172,678

減価償却費 74,976 20,288 34,280 21,008150,553 17,779 168,332

減損損失 ─ ─ ─ 112,324112,324 56,872 169,196

資本的支出 27,200 2,303 127,688128,937286,129 53,613 339,743

　（注）１　事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。
２　各区分に属する主要なサービス

(1) 企業情報事業・・・・・・・・企業情報提供、倒産確率分析、与信リスク分析、兆し情報提供、ＸＢＲＬ
関連システム開発等

(2) ＸＭＬ事業・・・・・・・・・ＸＭＬ変換サービス、ＸＭＬ関連アプリケーション開発等
(3) コンシューマー事業・・・・・出退勤管理システム提供、BDFプラント企画販売等
(4) システム事業・・・・・・・・ソフトウェア受託開発、システム運用サポート等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は529,929千円であり、その主なもの
は管理部門にかかる費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は193,769千円であり、その主なものは余剰運用資
金及び管理部門にかかる資産等であります。

５　減価償却費の欄には、長期前払費用償却を含めております。
　 当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

　
企業情報事業
（千円）

ＸＭＬ事業
（千円）

コンシュー
マー事業
（千円）

システム事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
  （千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業利益 　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 153,752303,287109,403549,7371,116,180 ― 1,116,180

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

67,062 ― ― 7,315 74,377（74,377） ―

計 220,814303,287109,403557,0521,190,558（74,377）1,116,180

営業費用 107,527246,430112,105659,7521,125,815365,5571,491,373

営業利益又は営業損失（△） 113,287 56,856 △2,702△102,69964,742（439,935）△375,193

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損
失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　 　

資産 13,776 49,250 2,409 203,499268,935 25,395 294,331

減価償却費 51,359 25,391 32,598 8,072117,422 4,565 121,987

減損損失 184,707 71,209 137,703215,635609,254 3,958 613,213

資本的支出 50,000 963 8,031 1,907 60,903 ― 60,903

　（注）１　事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。
２　各区分に属する主要なサービス

(1) 企業情報事業・・・・・・・・企業情報提供、倒産確率分析、与信リスク分析、兆し情報提供、ＸＢＲＬ
関連システム開発、等

(2) ＸＭＬ事業・・・・・・・・・ＸＭＬ変換サービス、ＸＭＬ関連アプリケーション開発、等
(3) コンシューマー事業・・・・・出退勤管理システム提供、BDFプラント企画販売等
(4) システム事業・・・・・・・・ソフトウェア受託開発、システム運用サポート、等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は365,557千円であり、その主なもの
は管理部門にかかる費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は25,395千円であり、その主なものは余剰運用資金
及び管理部門にかかる資産等であります。

５　減価償却費の欄には、長期前払費用償却を含めております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）
全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の

　割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。
　 当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の
　割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。
　

　
　 【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。
　 当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

　
　 【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

(1) 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金
 (千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主
(法人)

有限会社
グローバ
ルキャピ
タル

東京都
中央区

3,000投資業
(被所有)
直接19.7

─ ─ 借入 100,000長期借入金 ─

（注）１　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。
２　取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般取引条件と同等に決定しております。

　 当連結会計年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

（1）役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金
 (千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 藤田幹夫
東京都
太田区

―
当社代表取
締役社長

(被所有)
直接9.2

─ ─
資金の貸付
（※２）

70,724
長期貸付金
未収入金

46,371
127

子会社の役
員

丹下昌彦
京都市中
京区

―
当社子会社
代表取締役
社長

─ ─ ─

当社借入に
対する連帯
保証
（※３）

56,059 ─ ─

当社割引手
形に対する
連帯保証
（※４）

8,190─ ─

（注）１　上記の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。
（注）２　平成20年11月28日付で資金の貸付を行っており、利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。な
　　　　　お、担保として同氏が保有する当社株式5,480株（当社発行済株式総数の8.2%）について質権設定しておりま
　　　　　す。
（注）３　当社の連結子会社である株式会社エアフォルクは、銀行借入債務の一部に対して同社代表取締役社長　丹下　　　
　　　　　昌彦より連帯保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。取引金額欄には被保証債務
　　　　　の当連結会計年度末残高を記載しております。
（注）４　当社の連結子会社である株式会社エアフォルクは、割引手形債務の一部に対して同社代表取締役社長丹下　　　　
　　　　　昌彦より連帯保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。取引金額欄には被保証債務　
　　　　　の当連結会計年度末残高を記載しております。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

（新設分割）

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後

企業の名称及び取得した議決権比率

(1）被取得企業の名称、住所、代表者氏名、資本金、事業の内容及び企業結合の法的形式

　(a)名称

　　　株式会社データプレイス

　(b)住所

　　　東京都港区浜松町二丁目１番17号

　(c)代表者氏名

　　　代表取締役社長　　藤田幹夫

　(d)資本金

　　　10,000千円

　(e)事業の内容

　　　ＸＭＬを活用した情報提供サービス事業、情報管理事業

　(f)企業結合の法的形式

　　　新設分割

(2）新設分割の目的

  　当社グループは、企業グループとしての事業領域と、規模の拡大を実現するために純粋持株会社

　　体制への移行を図ることといたしました。本会社分割によりＸＭＬ事業への特化推進とグループ

　　としての規模の拡大と、収益の増加による企業価値の向上を目的として新設分割により平成20年

　　４月１日付で、新設会社「株式会社データプレイス」を設立いたしました。なお、これに伴い当

　　社の商号を「株式会社ＤＰＧホールディングス」へ変更しております。

２．実施する会計処理の概要

　　「企業結合に係る会計基準三　４　共通支配下取引等の会計処理　(1)　共通支配下の取引」及び

　　「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針Ⅷ　21　単独新設分割設立子会社

　　を設立した場合の会計処理」に規定する個別財務諸表上及び連結財務諸表上の会計処理を実施し

　　ております。

（パーチェス法適用）

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形

　　式、結合後企業の名称及び取得した議決権比率

(1）被取得企業の名称

　　株式会社フォト・ウェーブ

(2）被取得企業の事業の内容

  　コンピューターネットワークシステム、データベースソフトウェアの設計・販売

(3）企業結合を行った主な理由

  　株式交換により、当社が株式会社フォト・ウェーブを完全子会社とすることで、次のとおり両社

　　の連携を強化し、更なる企業価値の増大を図る。

　①　サイト構築と決済サービスの拡張
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　②　ＸＭＬ技術の適用による、新たなサービスの提供

(4）企業結合日

　  平成20年３月31日

(5）企業結合の法的形式

　  株式交換

(6）結合後企業の名称

　  名称の変更はないため、(1）と同一

(7）取得した議決権比率

　  100.0％

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

　   平成20年４月１日から平成20年９月30日まで

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

　　取得の対価

　　当社の株式（千円）　　　　　　21,678

　　取得に直接要した費用等（千円）   100

　　取得原価（千円）　　　　　  　21,578

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

(1）株式の種類別の交換比率 

　  株式会社フォト・ウェーブの普通株式１株に対して、ＤＰＧホールディングス（データプレイス　

　　より社名変更）の普通株式５株を割当。

(2）交換比率の算定方法 

　  第三者機関の算定結果を参考に両社協議の上、算定している。

(3）交付株式数及びその評価額

　　普通株式  　　 　1,350株

　　評価額　　　　　21,578円

５．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生したのれんの金額

　　41,173千円

(2）発生原因

　　株式交換を通じた被取得企業に係る連結上の当社持分増加額と取得原価との差額により発生した

　　ものであります。

(3）償却方法及び償却期間

　　５年間の均等償却

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

(1）資産の額及びその主な内訳

　　流動資産（千円）　　 105,059

　　固定資産（千円）　　　79,847

　　　資産計（千円）　　 184,907

(2）負債の額及びその主な内訳

　　流動負債（千円）　　　75,595

　　固定負債（千円）　　 128,807

　　　負債計（千円）　　 204,402
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７．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額およびその科目名該当事項はありま

　　せん。

８．企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算

　　書に及ぼす影響の概算額

　　売上高（千円）　　　　　　　　 1,161,565

　　営業損失（千円）　　　　　　　　 421,311

　　経常損失（千円）　　　　　　　　 434,044

　　税金等調整前当期純損失（千円） 1,237,539

　　当期純損失（千円）　　　　　   1,225,727

　　１株当たり当期純損失　　　  　　 19,194円87銭

(注）概算額の算定方法および重要な前提条件

　１　企業結合が当連結会計年度開始の日に完了し、当連結会計年度開始の日から株式会社フォト・

　　　ウェーブ及びミッションステートメント株式会社を完全子会社化したと仮定した売上高および

　　　損益情報を算定しております。

　　　なお、平成20年9月30日をみなし売却日として同社株式を売却したため、当該売上高および損益

　　　情報には両社の平成20年１月１日から平成20年９月30日までの９ヶ月間にかかる業績を反映して

　　　おります。

　２　のれんについては当連結会計年度開始の日から５年間で均等償却したと仮定しておりま　　　

　　　す。

　３　１株当たり当期純損失は、期中平均株式数63,857株で除して算出しております。

　　　なお、当該注記情報については、監査証明を受けておりません。

（事業分離関係）

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事

業分離の概要

(1）分離先企業の名称

　　株式会社フォト・ウェーブ

(2）分離した事業の内容

  　コンピューターネットワークシステム、データベースソフトウェアの設計・販売

(3）事業分離を行った主な理由

  　当社及び子会社である株式会社フォト・ウェーブの現状と取り巻く環境並びに今後を考慮し、総

　　合的な判断の結果、譲渡を行ったものであります。

(4）事業分離日

　  平成20年11月６日

(5）法的形式を含む事業分離の概要

　  株式売却による

２．実施した会計処理の概要

　　譲渡金額と、売却した子会社に係る資産及び負債のみなし売却日（平成20年9月30日）の適正な帳

　　簿価格による純資産額との差額を移転損益として認識しております。

　　譲渡金額　　 11,431千円

　　資産合計　　228,347千円

　　移転損益　　 33,800千円

　　※上記金額に消費税は含まれておりんません。
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３．事業の種類別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事業区分の名称

　　システム事業

４．当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概要額

　　売上高　　  159,592千円

　　営業損失　   41,372千円

注）記載金額には、同社の子会社であるミッションステートメント株式会社が含まれております。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

 
１株当たり純資産額 7,605円　32銭
１株当たり当期純損失 22,180円　67銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ
ん。

 
１株当たり純資産額 △8,705円　98銭
１株当たり当期純損失 18,735円　54銭
　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、１株当たり当期純損失であるため記載しており
ません。

　(注)１　１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自平成20年１月１日
至平成20年12月31日)

連結損益計算書上の当期純損失（千円） 1,161,867 1,196,395

普通株式に係る当期純損失（千円） 1,161,867 1,196,395

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 52,381 63,857

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

旧商法第210条ノ２に基づ
くストックオプション
（自己株式譲渡方式）の
ための普通株式4,252株。
なお、ストックオプション
の概要は、「第4　提出会社
の状況、１．株式等の状
況、（８）ストックオプ
ション制度の内容」に記
載の通りであります。

第1回新株予約権1,852株
第2回新株予約権2,400株
第6回新株予約権　500株
第7回新株予約権　850株
なお、新株予約権の概要
は、「第4　提出会社の状
況、１．株式等の状況、
（２）新株予約権の状
況」に記載の通りであり
ます。
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

１．第三者割当による新株式の発行
　平成20年１月17日開催の当社取締役会において、第三者
割当による新株式発行を決議し、平成20年２月１日払込が
完了いたしました。その概要は次のとおりであります。
新株式の発行要領 
①発行新株式数　　　　普通株式3,334株 
②発行価額　　　　　　１株につき18,000円 
③発行価額の総額　　　60,012,000円 
④資本組入額　　　　　１株につき9,000円　
⑤資本組入額の総額　　30,006,000円
⑥申込期間　　　　　　平成20年１月30日
⑦払込期日　　　　　　平成20年２月１日
⑧配当起算日　　　　　平成20年１月１日
⑨新株券交付日　　　　株券不発行
⑩割当方法　　　　　 第三者割当の方法により発行新
　　　　　　　　　　　株の全株を割当てます。 
⑪割当先及び株式数　　朝田　篤　　　　2,778株
　　　　　　　　　　　萩谷　史郎　　　　556株
⑫新株式の継続所有の取決めに関する事項
　割当先に対して、割当新株式効力発生日(平成20年２月１
日)から２年以内に譲渡する場合は、当該内容を当社に報
告する旨の確約を得ています。　　　　　　

１．連結子会社の株式売却（子会社の異動）
　平成21年２月２日開催の当社取締役会において、連結
子会社である株式会社データプレイス（以下、データプ
レイス）の株式売却を決議し、同日売却いたしました。
その概要は次のとおりであります。
①売却の理由
　当社は、収益の確保を目的として、企業グループの再編
を進めてきました。しかし、その後の経済情勢の大きな
変化もあり、成果をあげることができておりません。こ
うした状況の中で、事業収益の改善を最短で実現するた
めに、赤字事業となっているためデータプレイス株式の
売却を決議いたしました。
②子会社の概要

　1）商号 株式会社データプレイス

　2）代表者 代表取締役　藤田幹夫

　3）所在地 東京都港区浜松町2-1-17

　4）主な事業の内容 データベースの流通・販売

　5）従業員数
23名（平成20年12月31日現
在）

　6）株主の状況 当社100％保有

　7）過去２年間の業績
　　 推移

（データプレイス）

２．営業の譲受 
　　平成19年12月28日開催の取締役会において、平成20年１
月４日をもって㈱メディカルネットバンクの医療情報処
理サービスを譲受ることを決議いたしました。 
①譲受の理由　ＸＭＬ技術を活用した医療情報の交換　　　　
　　　流通の促進のため。 
②事業内容　　医療情報システムにかかる事業全般　　　　　　　
譲受に伴う金銭の授受はありません。また、債権債務の引
継ぎもありません。　　　　　　　 
③事業譲受日　平成20年１月4日　
　

（単位：千円）

　 平成18年12月 平成19年12月

売 上 高 737,930 462,839

営業損失 7,825 281,405

経常損失 17,779 286,479

当期純損失 313,568 1,203,656

純 資 産 1,261,000 457,341

総 資 産 1,913,8021,056,997
 

３．会社分割による純粋持株会社移行及び商号変更

平成20年2月26日開催の当社取締役会において、平成20
年3月28日開催予定の定時株主総会において承認される
ことを条件として、平成20年４月1日を期日として、下記
の通り会社分割を行い、純粋持株会社へ移行することを
決議いたしました。
①会社分割の目的 
　XMLをキーワードとした、企業グループとしての事業領域
と、規模の拡大を実現するために、純粋持株会社への移行を
図ることといたしました。本会社分割により、XML事業への
特化推進と、グループとしての規模の拡大と、収益の増加に
よる企業価値向上という経営課題を並行して追求します。 
②会社分割の要旨
1) 分割の日程 
　分割計画書承認取締役会　平成20年2月26日 
　分割計画書承認株主総会　平成20年3月28日（予定） 
　会社分割日・分割登記日　平成20年4月 1日（予定） 
2)分割方式 
　当社を分割会社とし、設立会社が当社の事業を継承する分
社型新設分割（物的分割）を予定し、持株体制への迅速か
つ効率的な移行のため、分社型新設分割方式を採用いたし
ました。 

③売却日
平成21年２月２日
④売却する株式数、売却価額及び売却後の持分比率
　1）売却先 藤田幹夫

（データプレイスの代表取締
役）

　2）売却する株数 200株
（発行済株式総数及び議決権
の総数に対する割合はいずれ
も100%）

　3）売却価額 ５万円

　4）売却後の持分比率 ０%

⑤売却後の状況
　企業グループの概要

㈱ＤＰＧホールディングス
純粋持株会社

クロス・エー㈱ ㈱エアフォルク
（収益事業を追加
予定）

出版・広告事業 組込ソフト開発
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　 前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

3)株式割当 
　会社分割に伴い新設会社が発行する株式は全て分割会社
である当社に割り当てられます。 
4)分割により減少する資本の額等、株式の消去方法、分割交
付金 
 いずれも該当事項はありません。 
5)当社の新株予約権に関する取扱いについて 
 当社の新株予約権の新株予約権者に対して、当該新株予約
権に代わるものとして、新設会社（承継会社）の新株予約
権は交付いたしません。 
6)会計処理の概要 
 当社（分割会社）において、新設会社（承継会社）に承継
させる資産と負債の差額を子会社株式に計上いたします。
新設会社（承継会社）においては承継した資産と負債の差
額を純資産の部に計上いたします。 
　なお、新設会社（承継会社）は当社（分割会社）の100％
子会社であり共通支配下の取引となるため、のれんは発生
しません。また、承継される資産および負債は、新設会社
（承継会社）においても、当社（分割会社）における当該
資産および負債の適正な帳簿価額で計上されます。 
7)新設会社（承継会社）が承継する権利義務 
 平成19年12月31日現在の貸借対照表を基礎とし、これに分
割期日に至るまでの増減を加味した分割事業部門に属する
資産、負債及びこれらに付随する権利義務ならびに契約上
の地位と致します。 
8)債務履行の見込み 
 当社の直近の貸借対照表を基礎に、当該分割後の当社及び
承継会社の資産、負債の額及び収益状況について検討した
結果、当該分割後の当社及び承継会社の負担すべき債務の
履行の確実性には問題がないものと判断しております。な
お、本件分割により新設会社に移転し新設会社が負担する
債務については、分割計画書に基づき当社が重畳的債務引
受を行うこととします。 
9)新設会社に新たに就任する役員（予定） 
取締役　 藤田幹夫、松田純弘、新井嘉夫 
監査役　 柏原正紀
③分割当事会社の内容

項 目 分割会社 新設会社

商号

株式会社データプレ
イス（(株)DPGホール
ディングスに商号変
更予定）

株式会社データプレ
イス

主な事業内

容

XMLを活用した情報提
供、EC流通支援、決済
支援サービス事業

XMLを活用した情報提
供サービス事業、情報
管理事業

設立年月日 平成10年6月 平成20 年4月予定

本店所在地
東京都品川区西五反
田2-30-4

東京都港区浜松町
2-1-17

代表者
代表取締役社長
　藤田幹夫

代表取締役社長
　藤田幹夫

資本金 798 百万円 10 百万円

発行済株
式数

61,553 株 2,000 株

純資産 457百万円 410 百万円

総資産 1,056百万円 989 百万円

決算期 毎年12月31日　　　毎年12月31日

従業員数 10 名（予定） 23名（予定）

主要取引
先

金融機関など 東京商工リサーチ

⑥業績への影響
　当概子会社の売却に伴う来期の業績に与える影響につ
いては重要な子会社株式の売却益628,429千円が発生す
る一方、重要な未実現損失498,976千円が発生するため、
差引129,452千円の利益が発生いたします。
２.資本金及び資本準備金の減少と自己株式の取得
　平成21年2月20日開催の当社取締役会及び平成21年3月27
日開催の当社定時株主総会において、財務内容の健全を図
るために、資本金及び資本準備金を減少し、欠損填補を行う
ことを決議致しました。
①資本金の減少
　（１）減少する資本金の額　698,486,000円
　（２）資本金減少が効力を生ずる日　平成21年5月1日
　（３）資本減少方法　発行済株式総数の変更は
　　　　行わず、資本の額のみを無償で減少する　　　
②資本準備金の減少
　（１）減少する資本準備金の額　1,293,724,355円
　（２）資本準備金減少が効力を生ずる日
　　　　平成21年5月1日
３.新株予約権の発行について
　当社は、平成21年3月27日開催の第11期定時株主総会にお
いて、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、
株主以外の者に対し特に有利な条件をもって新株式予約権
を発行することを決議いたしました。その内容は以下の通
りであります。
　（１）新株予約権数　上限10,000個
　（２）新株予約権の目的となる株式の種類および数
　　　　上限　普通株式10,000株
　（３）行使価額
　　　　新株予約権発行日の名古屋証券取引所における
　　　　当社普通株式の普通取引の終値（取引が成立し
　　　　ない場合はその前日以前の取引が成立した取引
　　　　日のうち新株予約権の発行日に最も近い日の終
　　　　値）に1.025を乗じた金額とし、1円未満の端数
　　　　は切り上げる。
　（４）本新株予約権の行使により株式を発行する場合
　　　　の増加する資本金および資本準備金
　　　　本新株予約権の行使により株式を発行する場合
　　　　に増加する資本金の額は、会社計算規則第40条
　　　　の定めるところに従って算定された資本金等増
　　　　加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果1
　　　　円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上
　　　　げた額とする。増加する資本準備金の額は、資
　　　　本金等増加限度額より増加する資本金の額を減
　　　　じた額とする。　　
　（５）新株予約権と引換に金銭を払込むことの要否
　　　　新株予約権と引換えに金銭の払込を要しない。
　（６）新株予約権を行使期間
　　　　本株主総会決議後7年以内の取締役会が
　　　　定める期間
　（７）新株予約権の行使条件
　　　　新株予約権者が死亡した場合は、相続人が
　　　　その権利を行使することができるものとする。
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　 前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

 

項 目 分割会社 新設会社

大株主及
び株主比
率

(有)グローバルキャピタル　

             　　　　18.6% 

藤田幹夫     　  　　11.9% 

(株)アドバックス  　　8.1% 

インベスター・グロース・キャ

ピタル・ホールディングス・

ビー・ヴィー

              7.5% 

松井証券(株)（一般信用口）

　　　　　　　  　　　6.6% 

朝田篤    　 　 　　　4.5% 

三菱商事株式会社  　　3.2% 

(株)DPGホールディン
グス 100％

主要取引
銀行

未定
商工組合中央金庫、三菱東

京UFJ銀行、横浜銀行

当事会社
の関係

・資本関係：新設会社は分割会社の100％出
資会社です。 
・人的関係：分割会社の取締役および監査
役が兼務することを予定しております。新設
会社の従業員はすべて分割会社からの転籍
となります。 
・取引関係：各子会社から分割会社への配
当、経営指導料等の収入を予定しておりま
す。

④分割する事業の内容
1)当社の営業の全部。ただし、分割計画書に別段の定めのあ
るものを除く。 
2)分割する事業の平成19年12月期における経営成績（単体
ベース）　　　　　　     　　　(単位：百万円)

　 分割事業(A)
平成19年12月期

実績(B)
比率(A/B)

売上高 462 462 100％

営業利益 △211 △281 ─

経常利益 △216 △286 ─

⑤承継させる資産、負債の項目および金額　　
　(平成19年12月31日現在)　      　(単位：百万円)

資　　産 負　債

項　目 帳簿価額 項　目 帳簿価額

流動資産 189流動負債 462

固定資産 800固定負債 117

合　計 989 合　計 579

⑥分割後の当社の状況
1)商号 　　　株式会社DPGホールディングス 
2)事業内容 　グループの株式を保有することによる当該企
業の事業活動の管理 
3)本店所在地 東京都品川区西五反田二丁目30番４号 
4)代表者 藤田幹夫 
5)資本金 798 百万円 
6)総資産 477 百万円 
7)決算期 12月 31日 
４．株式交換契約の締結
平成20年２月26日開催の取締役会において、株式会社
フォト・ウェーブ（本社：東京都品川区西五反田二丁目
30番４号、代表取締役社長：朝田篤、以下「フォト・
ウェーブ」）を株式交換により完全子会社化とすること
を決議し、株式交換契約を締結いたしました。
①株式交換による完全子会社化の目的 
  データプレイスは、ＸＭＬを中心とした事業に集中する
と共に、収益確保のグループ戦略を進めています。フォト・
ウェーブでは、デジタルコンテンツの企画・制作を行って
おります。電子商取引の拡大により、フォト・ウェー
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　 前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

ブが提供するサイト構築と決済サービスは順調に増加して
います。データプレイスはフォト・ウェーブを子会社化す
ることで収益基盤を確立すると共に、ＸＭＬ技術の適用に
より新たなサービスを提供することが可能になると考えて
います。 
②株式交換の要旨 
1) 株式交換の日程 
・平成20年２月26日 株式交換契約書承認取締役会（両
社）
・同日 株式交換契約書の締結（両社）
・平成20年３月13日（予定） 株式交換契約書承認株主総
会（フォト・ウェーブ）
・平成20年３月21日（予定） 株式交換期日 
（注）データプレイスについては、会社法第796条第3項の
規定に基づき、株主総会の承認を必要としない「簡易株式
交換」の手続きにより行います。 
2）株式交換比率
・データプレイスを１としフォト・ウェーブを５としま
す。
3）株式交換交付金
・株式交換交付金の支払は行いません。
③株式会社フォト・ウェーブの概要

商　号 株式会社フォト・ウェーブ(完全子会社)

事業内容
コンピューターネットワークシステム、
データベースソフトウェアの設計・販売

設立年月日 平成10年４月21日

本店所在地 東京都品川区西五反田二丁目30番４号

代表者 代表取締役社長　朝田　篤

資本金 17,000千円

発行済株式
総数

270株

株主資本 22,360千円

総資産 152,648千円

決算期 ３月31日

従業員数 22名

主要取引先
(株)エムグロース、(株)エアネット、(株)
トライバルメディアハウス、(株)松竹

大株主及び
議決権比率
(平成19年12
月31日現在)

朝田　篤　　　　　　　　　　　51.9％

有限会社SBUコンサルティング　 33.3％

有限会社ティーケーパートナーズ14.8％
　

最近３年間の業績(千円)

決算期 17年３月期 18年３月期 19年３月期

売上高 75,318150,972261,860

営業利益 △1,106 1,378 6,206

経常利益 1,949 2,540 5,982

当期純利益 1,214 1,615 3,426

総資産 39,67770,210152,648

④株式交換後の状況
1)商号、事業内容、本店所在地、代表者
 「③株式会社フォト・ウェーブの概要」に記載の内容か
ら変更はありません。
2）資本金 
株式交換によりデータプレイスの資本金は増加いたしませ
ん。

　

　

EDINET提出書類

株式会社　ＤＰＧホールディングス(E05531)

有価証券報告書

65/94



　 前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

⑤株式交換後の大株主の構成

順位 株主名
所有株式数
(株)

所有割合
(％)

１
有限会社グローバルキャピタ
ル

11,50618.2

２ 藤田  幹夫 7,338 11.6

３ 株式会社アドバックス 5,000 7.9

４
インベスター・グロース・
キャピタル・ホールディング
・ビー.ヴィー.

4,621 7.3

５ 朝田　篤 3,478 5.5

６
松井証券株式会社(一般信用
口)

2,242 3.5

７ 三菱商事株式会社 2,000 3.1

７
グレートビガーホールディン
グスリミテッド

2,000 3.1

７ ライゼンムーンリミテッド 2,000 3.1

　(注)1. 大株主につきましては、平成19年12月31日
　　　　（期末日）現在の株主名簿を基準に作成して
　　　　おります。
 　　2. 募集後の持株比率は、平成19年12月31日（期
　　　　末日）現在の株主名簿に、平成20年２月１日
　　　　付の第三者割当増資および、今回の第三者割
　　　　当による新株式発行による増加分を反映した
　　　　ものです。　
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄
発行年月

日

前期末残高

(千円)

当期末残高

(千円)

利率

(％)
担保 償還期限

株式会社データプレイス 第2回無担保社債
平成17年
12月30日

72,000
―

(―)
0.21 ―

平成20年
12月30日

合計 ― ― 72,000
―

(―)
― ― ―

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 113,320 117,096 5.20 ―

1年以内に返済予定の長期借入金 190,528 199,332 2.83 ―

長期借入金(1年以内に返済予定のも
のを除く。)

127,463 85,183 2.58平成22年～平成26年

計 431,331 401,611 ― 　

(注)１ 平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。
２ 長期借入金(1年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後5年間の返済予定額は以下のとお
　りであります。

　 　
1年超2年以内(千

円)
2年超3年以内(千

円)
3年超4年以内
(千円)

4年超5年以内(千
円)

　 長期借入金 56,620 16,639 8,978 2,946
　 (２)【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

(１)【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年12月31日）
当事業年度

（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 18,819 　 　 1,180 　

　２　売掛金 ※１ 　 165,025 　 　 3,427 　

　３　商品 　 　 3,000 　 　 ─ 　

　４　仕掛品 　 　 56,128 　 　 ─ 　

　５　短期貸付金 ※１ 　 14,000 　 　 70,724 　

　６　前払費用 　 　 2,784 　 　 901 　

  ７　前払金 　 　 30,702 　 　 189 　

　８　未収消費税等 　 　 19,977 　 　 ─ 　

　９　未収入金 ※１ 　 436 　 　 127 　

　10　その他 ※１ 　 7,225 　 　 388 　

　　　貸倒引当金 ※１ 　 ─ 　 　 △71,240 　

　　流動資産合計 　 　 318,09830.1 　 5,69938.2

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(1）建物 　 3,300 　 　 ─ 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △915 2,384 　 ─ ─ 　

　　(2）工具・器具及び備品 　 24,414 　 　 333 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △12,321 12,093 　 △333 ─ 　

　　(3）機械装置 　 9,000 　 　 ─ 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △1,875 7,125 　 ─ ─ 　

　　　有形固定資産計 　 　 21,6022.0 　 ─ ─

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(1）ソフトウェア 　 　 240,750 　 　 3,058 　

　　(2）ソフトウェア仮勘定 　 　 89,500 　 　 ─ 　

　　(3）その他 　 　 640 　 　 320 　

　　　無形固定資産合計 　 　 330,89031.3 　 3,37822.6

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(1）投資有価証券 　 　 24,471 　 　 ─ 　

　　(2）関係会社株式 　 　 196,350 　 　 4,860 　

　　(3）出資金 　 　 1,000 　 　 1,000 　

　　(4）長期前払費用 　 　 100,536 　 　 ─ 　

　　(5）敷金・保証金 　 　 11,991 　 　 ─ 　

　　(6）長期貸付金 　 　 8,500 　 　 ─ 　

　　(7）長期未収入金 　 　 138,550 　 　 ─ 　

　　(8）破産更生債権等 　 　 33,400 　 　 ─ 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △128,395 　 　 ─ 　

　　　投資その他の資産合計 　 　 386,40436.6 　 5,86039.2

　　固定資産合計 　 　 738,89669.9 　 9,23861.8

　　資産合計 　 　 1,056,997100.0 　 14,938100.0
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前事業年度
（平成19年12月31日）

当事業年度
（平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

　 　 　 　 　 　 　 　

（負債の部） 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 　 　 54,936 　 　 ─ 　

　２　短期借入金 　 　 108,320 　 　 ─ 　
　３　1年以内返済予定
　　　長期借入金

　 　 185,116 　 　 ─ 　

　４　1年以内償還予定社債 　 　 72,000 　 　 ─ 　

　５　未払金 ※１ 　 6,073 　 　 11,382 　

　６　未払消費税等 　 　 ─ 　 　 3,110 　

　７　未払法人税等 　 　 3,236 　 　 3,639 　

　８　未払費用 　 　 629 　 　 ─ 　

　９　前受金 ※１ 　 1,765 　 　 ─ 　

　10　預り金 　 　 2,308 　 　 1,398 　

　11　債務保証損失引当金 ※１ 　 ─ 　 　 388,252 　

　　流動負債合計 　 　 434,38541.1 　 407,7832,729.8

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 　 　 108,398 　 　 ─ 　

　２　リース資産減損勘定 　 　 56,872 　 　 ─ 　

　　固定負債合計 　 　 165,27015.6 　 ─ 　

　　負債合計 　 　 599,65656.7 　 407,7832,729.8

　 　 　 　 　 　 　 　

（純資産の部） 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 768,48072.7 　 798,4865,345.2

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 1,166,213 　 　 1,293,724 　 　

　　　　資本剰余金合計 　 　 1,166,213110.3 　 1,293,7248,660.4

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　    繰越利益剰余金 　 △1,477,352 　 　 △2,485,055 　 　

　　　　利益剰余金合計 　 　 △1,477,352△139.7 　 △2,485,055△16,635.3

　　株主資本合計 　 　 457,34143.3 　 △392,844△2,629.8

　　純資産合計 　 　 457,34143.3 　 △392,844△2,629.8

　　負債純資産合計 　 　 1,056,997100.0 　 14,938100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成19年１月１日
　　至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
　　至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※１ 　 462,839100.0 　 253,617100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　

　１　期首商品たな卸高 　 ─ 　 　 3,000 　 　

　２　当期商品仕入高 　 3,000 　 　 ─ 　 　

　　　　　　合計 　 3,000 　 　 3,000 　 　

　３　期末商品たな卸高 　 3,000 　 　 ― 　 　

　４　他勘定振替高 　 ― 　 　 3,000 　 　

　５　当期製品製造原価 　 485,553485,553104.9 117,534117,53446.3
　　売上総利益又は売上総損失
　　(△)

　 　 △22,713△4.9 　 136,08353.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２ 　 258,69155.9 　 174,33568.7

　　営業損失 　 　 281,405△60.7 　 38,252△15.1

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 ※１ 9,414 　 　 406 　 　

　２　受取配当金 ※１ 1,581 　 　 ─ 　 　

　３　業務受託益 ※１ 9,547 　 　 5,308 　 　

　４　その他 　 282 20,8254.5 62 5,7762.3

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 11,215 　 　 3,531 　 　

　２　株式交付費 　 2,284 　 　 ─ 　 　

　３　社債利息 　 946 　 　 181 　 　

　４　事業投資損失 　 9,671 　 　 ─ 　 　

　５　その他 　 1,782 25,9005.6 101 3,8151.5

　　経常損失 　 　 286,479△61.9 　 36,291△14.3

Ⅵ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産除却損 ※３ 127,883 　 　 ─ 　 　

　２　減損損失 ※４ 111,821 　 　 ─ 　 　

　３　投資有価証券評価損 　 84,828 　 　 ─ 　 　

　４　子会社株式評価損 　 143,668 　 　 480,802 　 　

　５　子会社株式売却損 　 ─ 　 　 27,053 　 　

　６　関係会社清算損 　 52,150 　 　 ─ 　 　

　７　関係会社株式売却損 　 54,500 　 　 ─ 　 　

　８　貸倒引当金繰入額 ※１ 126,950 　 　 71,240 　 　

　９　債務保証損失引当金繰入 　 ─ 　 　 388,252 　 　

　10　製品保証引当金繰入 　 ─ 　 　 2,912 　 　

　11　たな卸資産評価損 　 116,482 　 　 ─ 　 　

　12　その他特別損失 　 97,904916,188197.9 ─ 970,262382.6

　　税引前当期純損失 　 　 1,202,668△259.8 　 1,006,553△396.9

　　法人税、住民税及び事業税 　 　 988 0.2 　 1,1490.5

　　当期純損失 　 　 1,203,656△260.0 　 1,007,702△397.3
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製造原価明細書

　 　
前事業年度 

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)）

当事業年度 
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　 34,928 5.5 5,660 4.4

Ⅱ　労務費 　 36,170 5.7 28,350 21.8

Ⅲ　経費 ※２ 561,837 88.8 95,880 73.8

　　当期製造総費用 　 632,937 100.0 129,891 100.0

　　期首仕掛品棚卸高 　 114,727 　 56,128 　

　　　　　合計 　 747,665 　 186,020 　

　　期末仕掛品棚卸高 　 56,128 　 ― 　

　　他勘定振替 ※３ 205,982 　 68,486 　

　　当期製品製造原価 　 485,553 　 117,534 　

　 　 　 　 　 　

　

（製造原価明細書関係注記）

前事業年度 当事業年度 

１　原価計算の方法

　　　原価計算の方法は、実際個別原価計算によっておりま

す。

１　原価計算の方法

　　　　　　　　　　同左

※２　経費の主な内訳は次のとおりであります。

業務委託費 252,259千円

減価償却費 89,698千円

ライセンス料 103,100千円

※２　経費の主な内訳は次のとおりであります。

業務委託費 35,756千円

減価償却費 16,730千円

リース料 9,213千円

保守料 7,584千円

ライセンス料 5,950千円

※３　他勘定振替高の主な内訳は次のとおりでありま

      す。

　　　ソフトウェア仮勘定　　　　89,500千円

　　　たな卸資産評価損　　　　 116,482千円

※３　他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

　　　会社分割による移転　　　　68,486千円
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)
　

　

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

平成18年12月31日残高(千円)568,480966,216966,216△273,695△273,6951,261,0001,261,000

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 200,000199,997199,997 ─ ─ 399,997399,997

　当期純損失 ─ ─ ─ △1,203,656△1,203,656△1,203,656△1,203,656

事業年度中の変動額合計(千円) 200,000199,997199,997△1,203,656△1,203,656△803,659△803,659

平成19年12月31日残高(千円)768,4801,166,2131,166,213△1,477,352△1,477,352457,341457,341

　　 当事業年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)
　

　

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益剰余金

平成19年12月31日残高(千円)768,4801,166,2131,166,213△1,477,352△1,477,352457,341457,341

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 30,006127,511127,511 ─ ─ 157,517157,517

　当期純損失 ─ ─ ─ △1,007,702△1,007,702△1,007,702△1,007,702

事業年度中の変動額合計(千円) 30,006127,511127,511△1,007,702△1,007,702△850,185△850,185

平成20年12月31日残高(千円)798,4861,293,7241,293,724△2,485,055△2,485,055△392,844△392,844
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況
　 前事業年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当社は、前事業年度に7百万円、当事業年度に281百万円の
大幅な営業損失を計上し２期連続でマイナスになってお
ります。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な
疑義が存在しております。
　また、916百万円の特別損失を計上した結果、当期純損失
が1,203百万円となっております。当該状況により継続企
業の前提に関する重要な疑義が存在しております。
　当社は、このような状況を解消すべく、当事業年度におい
て子会社の整理を迅速に実行し、不採算事業から撤退する
と共に、経費削減による経営基盤の強化を図りました。財
務面では（重要な後発事象）に記載のとおり、第三者割当
増資による財務基盤の安定化を図りました。今後の経営方
針として、収益力の強化により企業価値の向上を図りま
す。具体的には、ＸＭＬ事業への集中と、収益性を重視した
企業グループ再編であります。これら施策の結果、継続企
業の前提に関する重要な疑義を解消できるものと判断し
ております。なお、財務諸表は継続企業を前提として作成
されており、このような重大な疑義の影響を反映いたして
おりません。

　当社は、前事業年度に281,405千円、当事業年度に
38,252千円の大幅な営業損失を計上しております。ま
た 、事業再編による特別損失の計上によって
1,007,702千円の多額な当期純損失を計上したことに
より、392,844千円の債務超過となっております。当該
状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存
在しております。当社は、このような状況を解消すべ
く、事業の再構築と組織再編をより抜本的に実行し、
収益力を最優先とする経営基盤の強化を図ります。
　平成21年２月２日開催の当社取締役会において、赤
字の連結子会社である株式会社データプレイスの株
式売却を決議し、同日売却いたしました。その概要は、
注記事項の（重要な後発事象）に記載のとおりであ
ります。
　今後の経営方針として、具体的に平成21年度に行う
施策は以下のとおりであります。
　①収益モデルの変革
　　初期コストの高いシステム開発事業からの脱却
　　を図り、当社が保有するＩＴマーケティング技
　　術を生かした事業への転換を行い、各種案件の
　　獲得へとつなげてまいります。
　②財務基盤の強化
　　平成21年度第3四半期を目処に、第三者割当増資
　　による経営基盤の安定化を図ります。
　③コストの見直し
　　組織を見直し、余剰人員の整理及び一般管理費
　　につきましても各費目の費用対効果の見直し
　　を行い、コスト削減計画を実行します。
　④事業収益の確保
　　当社におけるＭ＆Ａの成立を目指し、従来の事
　　業とのシナジー効果を追求します。
　上記の施策を確実に実行していくことで、当社の資
金繰りを好転させ、事業収益の確保に取り組んでまい
ります。これら施策の結果、継続企業の前提に関する
重要な疑義を解消できるものと判断しております。
　財務諸表は継続企業を前提として作成されており、
このような重大な疑義の影響を財務諸表には反映い
たしておりません。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

１　有価証券の評価基準及び
評価方法 

 

その他有価証券  
時価のないもの
 移動平均法による原価法を採用して
 おります。

その他有価証券
時価のないもの
　　　　　 ──────

　 子会社株式
　移動平均法による原価法を採用して
  おります。

子会社株式
同左

２　たな卸資産の評価基準及び
評価方法

(1) 商品

個別法による原価法

　 　　　　──────

 

　 (2) 仕掛品

個別法による原価法

　　 　　　──────
 

３　固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産

定率法

　取得価額10万円以上20万円未満の少
額減価償却資産については、３年間の
均等償却によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであ
ります。
　建物　　　　　　　　10～15年
　工具、器具及び備品　３～10年

(1) 有形固定資産

同左

　 (2)無形固定資産

自社利用のソフトウェア
　社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。
市場販売目的のソフトウェア
　見込販売数量に基づく償却額と、３年
を限度とする残存有効期間に基づく均
等配分額とを比較し、いずれか大きい
額を償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産

　　　　　　同左

　 (3)長期前払費用

　均等償却によっております。
　なお、償却期間については法人税法に
規定する方法と同一の基準によってお
ります。

(3) 長期前払費用

同左

４　繰延資産の処理方法 株式交付費
　支出時に全額費用として処理しており
ます。

株式交付費
　　　　　　　　同左
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項目
前事業年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

５　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、
一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

　　　　　　　同左

　 　　　　　　────── (2）債務保証損失引当金

保証債務による損失に備えるため、被
保証先の財務内容を勘案して所要額を
見積り計上しております。

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

──────

７　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満
たしておりますので、特例処理を採用
しております。

　　　　  　──────

 

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　(ヘッジ手段）
　金利スワップ
 （ヘッジ対象)
  借入金の利息

　　　  　　──────

 

　 (3) ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する
目的で金利スワップ取引を行ってお
り、ヘッジ対象の識別は個別契約ごと
に行っております。

　　  　　　──────

 

　 (4) ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満
たしており、決算日における有効性の
評価を省略しております。

　　　　  　──────

 

８　その他財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

（1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

（1）消費税等の会計処理

同左
　 （2）出資金の会計処理

  任意組合への出資金については、貸
借対照表及び損益計算書双方について
持分相当額を純額で取り込む方法に
よって計上しております。

（2）出資金の会計処理

同左
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会計方針の変更

前事業年度
(自　平成19年１月１日
   至　平成19年12月31日）

当事業年度
(自　平成20年１月１日
   至　平成20年12月31日）

有形固定資産の減価償却の方法
法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律
　平成19年３月30日　法律第６号）及び（法人税施行令
の一部を改正する政令　平成19年３月30日　政令第83
号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得の有形固
定資産については、改正後の法人税法に基づく方法に
変更しております。
 これによる損益に与える影響は軽微であります。

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　──────

　 表示方法の変更

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

　（損益計算書）　　　　　　
　前事業年度において、営業外収入の内訳として表示し
ておりました「受取手数料」は、当事業年度より実態に
合わせて表示するため、「業務受託益」として表示する
方法に変更しております。

 
　　　　　　　　　　──────

追加情報

前事業年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
  至　平成20年12月31日)

──────

　当社は、平成20年4月1日に株式会社ＤＰＧホールディング
スに商号変更し、会社分割によりＸＭＬを活用した情報提
供、ＥＣ流通支援、決済支援サービス事業を新設の株式会社
データプレイスに継承し、純粋持株会社体制に移行いたし
ました。このため当事業年度の財政状態及び経営成績は、前
事業年度と比較して大きく変動しております。
固定資産の減価償却の方法の変更
　法人税改正に伴い、平成19年3月31日以前に取得した資産
については改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適
用により取得価額の5％に到達した連結会計年度の翌連結
会計年度より、取得価額の5％相当額と備忘価額との差額を
5年間にわたり、均等償却し、減価償却費に含めて計上して
おります。
これにより損益に与える影響は軽微です。

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年12月31日）

当事業年度
（平成20年12月31日）

※１　関係会社項目
　 関係会社に対する資産及び負債

短期貸付金（流動資産) 5,000千円
前受金(流動負債） 735千円

※１　関係会社項目
　 関係会社に対する資産及び負債

売掛金（流動資産) 1,578千円
短期貸付金（流動資産) 70,724千円
未収入金(流動資産） 127千円
その他(流動資産） 388千円
貸倒引当金(流動資産） △71,240千円
未払金(流動負債） 417千円
債務保証損失引当金
(流動負債）

388,252千円

　２　保証債務
 　借入債務に対し、債務保証を行っている。 
　 株式会社マイトベーシックサービス 10,786 千円

 
　　　　　　　　　　──────
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

※１　関係会社との取引により発生した主なものは次の
とおりであります。　　　　　　　　

業務受託益 7,431千円

受取配当金 1,581千円

 

※１　関係会社との取引により発生した主なものは次の
とおりであります。

売上高 102,664千円

業務受託益 5,308千円

受取利息 127千円

貸倒引当金繰入額 71,240千円
 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は4.3％、一
般管理費に属する費用のおおよその割合は　　95.7％
であります。

　　　　主要な費目及び金額は次のとおりです。
役員報酬 23,960千円
給与 48,246千円
業務委託費 33,640千円
地代家賃 10,135千円
支払報酬 28,582千円
減価償却費 5,170千円
リース料 36,182千円
ライセンス料 18,200千円
上場維持費 11,248千円

※３　固定資産除却損
固定資産除却損の内容は次の通りであります。
工具・器具・備品　　　　　　　　130千円
ソフトウェア　　　　　　　　127,752千円

※４　減損損失

場所 用途 種類 金額(千円）

東京都港区
ビジネスオペレー

ションシステム
リース資産 56,872

東京都港区 パーテーション 有形固定資産 900

東京都港区 開発ツール ソフトウェア 16,345

東京都港区
システム利用権ラ

イセンス
長期前払費用 37,703

　　　　　　　　合　　計 111,821

当社は、事業別に資産をグルーピングしております。子会
社を含めたユーザマニュアル作成・管理の効率化を狙い
として導入した、リース資産については、エムタックが中
心となって活用することを想定していました。エムタッ
クを含めて7社が当社の連結からはずれたため、このリー
ス資産に関しては、当面予定していた使途に使用しなく
なったため、正味売却価額まで減損しております。当社に
おける受託開発事業については、営業活動から生じる利
益及びキャッシュフローが連続して赤字となる見込みの
ため、有形固定資産、ソフトウェア、長期前払費用を正味
売却価額まで減損しております。 
　なお、正味売却価額は、売却が困難であるため、零として
おります。
 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は1.8％、一
般管理費に属する費用のおおよその割合は98.2　　％
であります。

　　　　主要な費目及び金額は次のとおりです。
役員報酬 59,765千円
給与 29,836千円
業務委託費 10,228千円
地代家賃 9,201千円
支払報酬 20,662千円
減価償却費 2,101千円
リース料 4,759千円
ライセンス料 3,946千円
上場維持費 9,520千円

　　　　　　　　　──────

 
　　　　　　　　　──────
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)
１　自己株式に関する事項
  該当事項はありません。

　
　

当事業年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)
１　自己株式に関する事項
  該当事項はありません。

　 （リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引
１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相 
　　当額、減損損失累計相当額及び期末残高相当額　　

　
取得価額相

当額(千円)

減価償却累

計額相当額

(千円)

減損損失累

計額相当額

(千円)

期末残高相当

額(千円)

工具・器具及

び備品
33,96210,377 ─ 23,585

ソフトウェア 272,29590,49756,872124,925

合　計 306,258100,87556,872148,510

 ２　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損
勘定期末残高

１年内　　　　　　　　　54,094千円
１年超　 　　　　　　　 94,415千円
　合計　　　　　　　　 148,510千円
リース資産減損勘定残高　56,872千円

３　支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当 
　　　額及び減損損失

支払リース料　　　　70,575千円 
減価償却費相当額　　64,844千円 
支払利息相当額　　　 8,187千円
減損損失　　　　　　56,872千円

４　減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。

 ５　利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との
差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっております。

  　　　　　　　　　──────
 

　　　 (有価証券関係)

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり
ません。

同左
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(税効果会計関係)

　 前事業年度
(平成19年12月31日)

当事業年度
(平成20年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　(繰延税金資産)

未払事業税 930千円

貸倒損失否認 203千円

貸倒引当金繰入超過額 52,244千円

ソフトウェア償却超過額 71,476千円

減損損失  45,500千円

投資有価証券評価損 34,517千円

子会社株式評価損 58,459千円

繰越欠損金 363,365千円

繰延税金資産小計 626,694千円

評価性引当額 △626,694千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金資産の純額 －千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　(繰延税金資産)

未払事業税 1,024千円

貸倒引当金繰入 28,990千円

会社分割に伴う一時差異 205,143千円

子会社株式評価損 254,119千円

債務保証引当金 157,993千円

繰越欠損金 388,215千円

その他 11千円

繰延税金資産小計 1,035,498千円

評価性引当額 △1,035,498千円

繰延税金資産合計 ―
　

繰延税金資産の純額 ―

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異については、税引前当期純損失が計上され

ているため記載しておりません。
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　  

　　　　　　　　　　　同左

　 (企業結合等関係)

　　前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）
　　　(1)連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。
　　当事業年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）
　　　(1)連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。
　

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

 
１株当たり純資産額 7,855円　53銭

１株当たり当期純損失 22,978円  88銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ
ん。

 
１株当たり純資産額 △5,860円　47銭

１株当たり当期純損失 15,780円　62銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ
ん。
 

　(注)１　１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

損益計算書上の当期純損失（千円） 1,203,656 1,007,702

普通株式に係る当期純損失（千円） 1,203,656 1,007,702

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 52,381 63,857

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

旧商法第210条ノ2に基づく
ストックオプション（自己
株式譲渡方式）のための普
通株式4,252株。

第1回新株予約権1,852株
第2回新株予約権2,400株
第6回新株予約権　500株
第7回新株予約権　850株
なお、新株予約権の概要は、
「第4　提出会社の状況、１．
株式等の状況、（２）新株予
約権の状況」に記載の通りで
あります。
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

１．第三者割当による新株式の発行
　平成20年１月17日開催の当社取締役会において、第三者
割当による新株式発行を決議し、平成20年２月１日払込が
完了いたしました。その概要は次のとおりであります。
新株式の発行要領 
①発行新株式数　　　　普通株式3,334株 
②発行価額　　　　　　１株につき18,000円 
③発行価額の総額　　　60,012,000円 
④資本組入額　　　　　１株につき9,000円　
⑤資本組入額の総額　　30,006,000円
⑥申込期間　　　　　　平成20年１月30日
⑦払込期日　　　　　　平成20年２月１日
⑧配当起算日　　　　　平成20年１月１日
⑨新株券交付日　　　　株券不発行
⑩割当方法　　　　　 第三者割当の方法により発行新
　　　　　　　　　　　株の全株を割当てます。 
⑪割当先及び株式数　　朝田　篤　　　　2,778株
　　　　　　　　　　　萩谷　史郎　　　　556株
⑫新株式の継続所有の取決めに関する事項
　割当先に対して、割当新株式効力発生日(平成20年２月１
日)から２年以内に譲渡する場合は、当該内容を当社に報
告する旨の確約を得ています。　　　　　　

１．連結子会社の株式売却（子会社の異動）
　平成21年２月２日開催の当社取締役会において、連結
子会社である株式会社データプレイス（以下、データプ
レイス）の株式売却を決議いたしました。その概要は次
のとおりであります。
①売却の理由
　当社は、収益の確保を目的として、企業グループの再編
を進めてきました。しかし、その後の経済情勢の大きな
変化もあり、成果をあげることができておりません。こ
うした状況の中で、事業収益の改善を最短で実現するた
めに、赤字事業となっているデータプレイス株式の売却
を決議いたしました。
②子会社の概要

　1）商号 株式会社データプレイス

　2）代表者 代表取締役　藤田幹夫

　3）所在地 東京都港区浜松町2-1-17

　4）主な事業の内容 データベースの流通・販売

　5）従業員数 23名（平成20年12月31日現在）

　6）株主の状況 当社100%保有

　7）過去２年間の業績推
移

（データプレイス）

（単位：千円）
２．営業の譲受 
　　平成19年12月28日開催の取締役会において、平成20年１
月４日をもって㈱メディカルネットバンクの医療情報処
理サービスを譲受ることを決議いたしました。 
①譲受の理由　ＸＭＬ技術を活用した医療情報の交換　　　　
　　　流通の促進のため。 
②事業内容　　医療情報システムにかかる事業全般　　　　　　　
譲受に伴う金銭の授受はありません。また、債権債務の引
継ぎもありません。　　　　　　　 
③事業譲受日　平成20年１月4日　
　

　 平成18年12月 平成19年12月

売 上 高 737,930 462,839

営業損失 7,825 281,405

経常損失 17,779 286,479

当期純損失 313,568 1,203,656

純 資 産 1,261,000 457,341

総 資 産 1,913,8021,056,997
③売却日

３．会社分割による純粋持株会社移行及び商号変更

平成20年2月26日開催の当社取締役会において、平成20
年3月28日開催予定の定時株主総会において承認される
ことを条件として、平成20年４月1日を期日として、下記
の通り会社分割を行い、純粋持株会社へ移行することを
決議いたしました。
①会社分割の目的 
　XMLをキーワードとした、企業グループとしての事業領域
と、規模の拡大を実現するために、純粋持株会社への移行を
図ることといたしました。本会社分割により、XML事業への
特化推進と、グループとしての規模の拡大と、収益の増加に
よる企業価値向上という経営課題を並行して追求します。 
②会社分割の要旨
1) 分割の日程 
　分割計画書承認取締役会　平成20年2月26日 
　分割計画書承認株主総会　平成20年3月28日（予定） 
　会社分割日・分割登記日　平成20年4月 1日（予定） 
2)分割方式 
　当社を分割会社とし、設立会社が当社の事業を継承する分
社型新設分割（物的分割）を予定し、持株体制への迅速か
つ効率的な移行のため、分社型新設分割方式を採用いたし
ました。 

平成21年２月２日
④売却する株式数、売却価額及び売却後の持分比率
　1）売却先 藤田幹夫

（データプレイスの代表取締
役）

　2）売却する株数 200株
（発行済株式総数及び議決権
の総数に対する割合はいずれ
も100%）

　3）売却価額 ５万円

　4）売却後の持分比率 ０%

⑤売却後の状況
1）企業グループの概要

㈱ＤＰＧホールディングス
純粋持株会社

クロス・エー㈱ ㈱エアフォルク
（収益事業を追

加予定）
出版・広告事業 組込ソフト開発
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　 前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

3)株式割当 
　会社分割に伴い新設会社が発行する株式は全て分割会社
である当社に割り当てられます。 
4)分割により減少する資本の額等、株式の消去方法、分割交
付金 
 いずれも該当事項はありません。 
5)当社の新株予約権に関する取扱いについて 
 当社の新株予約権の新株予約権者に対して、当該新株予約
権に代わるものとして、新設会社（承継会社）の新株予約
権は交付いたしません。 
6)会計処理の概要 
 当社（分割会社）において、新設会社（承継会社）に承継
させる資産と負債の差額を子会社株式に計上いたします。
新設会社（承継会社）においては承継した資産と負債の差
額を純資産の部に計上いたします。 
　なお、新設会社（承継会社）は当社（分割会社）の100％
子会社であり共通支配下の取引となるため、のれんは発生
しません。また、承継される資産および負債は、新設会社
（承継会社）においても、当社（分割会社）における当該
資産および負債の適正な帳簿価額で計上されます。 
7)新設会社（承継会社）が承継する権利義務 
 平成19年12月31日現在の貸借対照表を基礎とし、これに分
割期日に至るまでの増減を加味した分割事業部門に属する
資産、負債及びこれらに付随する権利義務ならびに契約上
の地位と致します。 
8)債務履行の見込み 
 当社の直近の貸借対照表を基礎に、当該分割後の当社及び
承継会社の資産、負債の額及び収益状況について検討した
結果、当該分割後の当社及び承継会社の負担すべき債務の
履行の確実性には問題がないものと判断しております。な
お、本件分割により新設会社に移転し新設会社が負担する
債務については、分割計画書に基づき当社が重畳的債務引
受を行うこととします。 
9)新設会社に新たに就任する役員（予定） 
取締役　 藤田幹夫、松田純弘、新井嘉夫 
監査役　 柏原正紀
③分割当事会社の内容

項 目 分割会社 新設会社

商号

株式会社データプレ
イス（(株)DPGホール
ディングスに商号変
更予定）

株式会社データプレ
イス

主な事業内

容

XMLを活用した情報提
供、EC流通支援、決済
支援サービス事業

XMLを活用した情報提
供サービス事業、情報
管理事業

設立年月日 平成10年6月 平成20 年4月予定

本店所在地
東京都品川区西五反
田2-30-4

東京都港区浜松町
2-1-17

代表者
代表取締役社長
　藤田幹夫

代表取締役社長
　藤田幹夫

資本金 798 百万円 10 百万円

発行済株
式数

61,553 株 2,000 株

純資産 457百万円 410 百万円

総資産 1,056百万円 989 百万円

決算期 毎年12月31日　　　毎年12月31日

従業員数 10 名（予定） 23名（予定）

主要取引
先

金融機関など 東京商工リサーチ

 

⑥業績への影響
　当概子会社の売却に伴う来期の業績に与える影響につ
いては重要な子会社株式の売却益628,429千円が発生す
る一方、重要な未実現損失498,976千円が発生するため、
差引129,452千円の利益が発生いたします。
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　 前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

 

項 目 分割会社 新設会社

大株主及
び株主比
率

(有)グローバルキャピタル　

            　　　　 18.6% 

藤田幹夫     　  　　11.9% 

(株)アドバックス  　　8.1% 

インベスター・グロース・キャ

ピタル・ホールディングス・

ビー・ヴィー      　　　7.5% 

松井証券(株)（一般信用口）

            　　　6.6% 

朝田篤    　 　 　　　4.5% 

三菱商事株式会社  　　3.2% 

(株)DPGホールディン
グス 100％

主要取引
銀行

未定
商工組合中央金庫、三菱東

京UFJ銀行、横浜銀行

当事会社
の関係

・資本関係：新設会社は分割会社の100％出
資会社です。 
・人的関係：分割会社の取締役および監査
役が兼務することを予定しております。新設
会社の従業員はすべて分割会社からの転籍
となります。 
・取引関係：各子会社から分割会社への配
当、経営指導料等の収入を予定しておりま
す。

④分割する事業の内容
1)当社の営業の全部。ただし、分割計画書に別段の定めのあ
るものを除く。 
2)分割する事業の平成19年12月期における経営成績（単体
ベース）　　　　　　     　　　(単位：百万円)

　 分割事業(A)
平成19年12月期

実績(B)
比率(A/B)

売上高 462 462 100％

営業利益 △211 △281 ─

経常利益 △216 △286 ─

⑤承継させる資産、負債の項目および金額　　
　(平成19年12月31日現在)　      　(単位：百万円)

資　　産 負　債

項　目 帳簿価額 項　目 帳簿価額

流動資産 189流動負債 462

固定資産 800固定負債 117

合　計 989 合　計 579

⑥分割後の当社の状況
1)商号 　　　株式会社DPGホールディングス 
2)事業内容 　グループの株式を保有することによる当該企
業の事業活動の管理 
3)本店所在地 東京都品川区西五反田二丁目30番４号 
4)代表者 藤田幹夫 
5)資本金 798 百万円 
6)総資産 477 百万円 
7)決算期 12月 31日 
４．株式交換契約の締結
平成20年２月26日開催の取締役会において、株式会社
フォト・ウェーブ（本社：東京都品川区西五反田二丁目
30番４号、代表取締役社長：朝田篤、以下「フォト・
ウェーブ」）を株式交換により完全子会社化とすること
を決議し、株式交換契約を締結いたしました。
①株式交換による完全子会社化の目的 
  データプレイスは、ＸＭＬを中心とした事業に集中する
と共に、収益確保のグループ戦略を進めています。フォト・
ウェーブでは、デジタルコンテンツの企画・制作を行って
おります。電子商取引の拡大により、フォト・ウェー
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　 前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

ブが提供するサイト構築と決済サービスは順調に増加して
います。データプレイスはフォト・ウェーブを子会社化す
ることで収益基盤を確立すると共に、ＸＭＬ技術の適用に
より新たなサービスを提供することが可能になると考えて
います。 
②株式交換の要旨 
1) 株式交換の日程 
・平成20年２月26日 株式交換契約書承認取締役会（両
社）
・同日 株式交換契約書の締結（両社）
・平成20年３月13日（予定） 株式交換契約書承認株主総
会（フォト・ウェーブ）
・平成20年３月21日（予定） 株式交換期日 
（注）データプレイスについては、会社法第796条第3項の
規定に基づき、株主総会の承認を必要としない「簡易株式
交換」の手続きにより行います。 
2）株式交換比率
・データプレイスを１としフォト・ウェーブを５としま
す。
3）株式交換交付金
・株式交換交付金の支払は行いません。
③株式会社フォト・ウェーブの概要

商　号 株式会社フォト・ウェーブ(完全子会社)

事業内容
コンピューターネットワークシステム、
データベースソフトウェアの設計・販売

設立年月日 平成10年４月21日

本店所在地 東京都品川区西五反田二丁目30番４号

代表者 代表取締役社長　朝田　篤

資本金 17,000千円

発行済株式
総数

270株

株主資本 22,360千円

総資産 152,648千円

決算期 ３月31日

従業員数 22名

主要取引先
(株)エムグロース、(株)エアネット、(株)
トライバルメディアハウス、(株)松竹

大株主及び
議決権比率
(平成19年12
月31日現在)

朝田　篤　　　　　　　　　　　51.9％

有限会社SBUコンサルティング　 33.3％

有限会社ティーケーパートナーズ14.8％
　

最近３年間の業績(千円)

決算期 17年３月期 18年３月期 19年３月期

売上高 75,318150,972261,860

営業利益 △1,106 1,378 6,206

経常利益 1,949 2,540 5,982

当期純利益 1,214 1,615 3,426

総資産 39,67770,210152,648

④株式交換後の状況
1)商号、事業内容、本店所在地、代表者
 「③株式会社フォト・ウェーブの概要」に記載の内容か
ら変更はありません。
2）資本金 
株式交換によりデータプレイスの資本金は増加いたしませ
ん。
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　 前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

⑤株式交換後の大株主の構成

順位 株主名
所有株式数
(株)

所有割合
(％)

１
有限会社グローバルキャピタ
ル

11,50618.2

２ 藤田  幹夫 7,338 11.6

３ 株式会社アドバックス 5,000 7.9

４
インベスター・グロース・
キャピタル・ホールディング
・ビー.ヴィー.

4,621 7.3

５ 朝田　篤 3,478 5.5

６
松井証券株式会社(一般信用
口)

2,242 3.5

７ 三菱商事株式会社 2,000 3.1

７
グレートビガーホールディン
グスリミテッド

2,000 3.1

７ ライゼンムーンリミテッド 2,000 3.1

　(注)1. 大株主につきましては、平成19年12月31日
　　　　（期末日）現在の株主名簿を基準に作成して
　　　　おります。
 　　2. 募集後の持株比率は、平成19年12月31日（期
　　　　末日）現在の株主名簿に、平成20年２月１日
　　　　付の第三者割当増資および、今回の第三者割
　　　　当による新株式発行による増加分を反映した
　　　　ものです。　
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　該当事項はございません。
　 【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高（千円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 3,300 1,552 4,852 ― ― 137 ―

工具器具及び備品 24,414 ― 24,081 333 333 1,569 ―

機械装置 9,000 ― 9,000 ― ― 445 ―

有形固定資産計 36,714 1,552 37,933　 333 333 2,152 ―

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

ソフトウェア 406,866 ― 401,839 5,026 1,968 16,680 3,058

ソフトウェア仮勘定 89,500 ― 89,500 ― ― ― ―

その他 640 ― 320 320 ― ― 320

無形固定資産計 497,006 ― 491,659 5,346 1,968 16,680 3,378

長期前払費用 183,564 50,000 233,564 ― ― 7,864 ―

　（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

　　長期前払費用　　Yahooライセンスフィー　50,000千円　
　

　　 　　 ２．当期減少額のうち主なものは以下の株式会社データプレイスへ会社分割時に移動した資産であります。

　　建物　　　　　　　　　　4,852千円　　　　
　　工具器具及び備品　 　　24,081千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　  ソフトウェア　　　　　401,839千円
　　ソフトウェア仮勘定　　 89,500千円
    長期前払費用　　　　　233,564千円

　
【引当金明細表】

区　分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額（目的使用）
（千円）

当期減少額（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 　　　　　128,395 　　　　　　71,240 ― 　　　　　　　128,395 　　　　　71,240

債務保証損失
引当金

― 388,252 ― ― 388,252

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、会社分割に伴う減少額であります。
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(２)【主な資産及び負債の内容】

① 現金及び預金

区分 金額(千円)

預金 　

普通預金 1,180

合計 1,180
　 ② 売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社インターネットペイメントサービス 1,848

クロス·エー株式会社 1,578

合計 3,427

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
(千円)

当期発生高
(千円)

当期回収高
(千円)

次期繰越高
(千円)

回収率(%) 滞留期間(日)

(A) (B) (C) (D)

(C)

(A)+(B)

　

×100

　 (A) + (D)　

　 2 　

　 (B) 　

　 366 　

　

165,025 266,297 428,895 3,427 99.4 115.8

(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。
　 ③ 短期貸付金

相手先 金額(千円)

株式会社データプレイス 70,724

合計 70,724
　 ④ 前払費用

相手先 金額(千円)

労働保険料 901

合計 901

⑤ 関係会社株式

相手先 金額(千円)

株式会社エアフォルク 4,860

合計 4,860

⑥　出資金

相手先 金額(千円)

グローバルイノベーターズ合同会社 1,000

その他 0

合計 1,000

⑦ 未払金

相手先 金額(千円)

役員報酬及び社員給与 3,620

アスカ監査法人 2,625

社会保険料 1,504

株式会社フォト·ウェーブ 929

中央三井信託銀行株式会社 850

その他 1,852

合計 11,382

⑧ 未払消費税等

相手先 金額(千円)

消費税 3,110

合計 3,110

EDINET提出書類

株式会社　ＤＰＧホールディングス(E05531)

有価証券報告書

86/94



⑨ 未払法人税等

相手先 金額(千円)

事業税 2,537

都道府県民税 1,040

市町村民税 82

その他 △20

合計 3,639

⑩ 預り金

相手先 金額(千円)

健康保険料 401

厚生年金保険料 468

厚生年金基金 138

雇用保険料 127

住民税 218

源泉所得税 45

合計 1,398

　
　

　　　　　　 (３)【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内

基準日 12月31日

株券の種類　（注） １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え　（注） 　

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

取次所　（注）
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告により行う。ただし事故その他やむを得ない事
由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に
掲載する方法により行う。
公告掲載URL　（http://www.dpgh.jp/）

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平成

16年法律第88号）の施行に伴い、平成20年10月20日開催の取締役会決議により平成21年１月５日を効力発生日と

する株式取扱規程の改正を行い、該当事項がなくなっております。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社に親会社等はありません。
　２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類
事業年度（第10期）(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)
　平成20年３月28日関東財務局長に提出

　　(2) 有価証券報告書の訂正報告書
平成19年３月29日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書
　平成20年３月18日関東財務局長に提出

(3) 半期報告書
事業年度（第11期）（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）
　平成20年９月29日関東財務局長に提出

　(4) 有価証券届出書及びその添付書類
第三者割当による新株式の発行
　平成20年１月17日関東財務局長に提出

　(5) 有価証券届出書の訂正届出書
　平成20年１月17日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書
　　平成20年１月22日関東財務局長に提出

(6) 臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７の二号(新設分割)の規定に基づくもの
平成20年２月26日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（新株式の発行）の規定に基づくもの
　平成20年７月24日関東財務局長に提出
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づくもの
　平成20年11月７日関東財務局長に提出
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づくもの
　平成21年２月３日関東財務局長に提出
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づくもの
　平成21年２月３日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

平成20年３月28日

株 式 会 社 データプレイス

　取 締 役 会　御 中

　

ア　ス　カ　監　査　法　人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　　中　　大　　丸　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　法　　木　　右　　近　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社データプレイスの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社データプレイスの平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
追記情報

１．　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況に記載のとおり、会社は多額の営業損失及び当期純損失

を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に

記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務

諸表には反映していない。

２．　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成20年１月17日開催の取締役会において第三者割当による新株式発行

を決議し、平成20年２月１日に払込が完了した。

３．　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成19年12月28日開催の取締役会において株式会社メディカルネットバ

ンクの医療情報処理サービスを譲受けることを決議し、平成20年１月４日に譲受けた。

４.　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成20年２月26日開催の取締役会において平成20年３月28日開催予定の

定時株主総会で承認されることを条件として平成20年４月１日を期日に会社分割を行い純粋持株会社へ移行する

ことを決議した。

５．　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成20年２月26日開催の取締役会において株式会社フォト・ウェーブを

株式交換により完全子会社化とすることを決議し、株式交換契約を締結した。

　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

(※)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

平成21年３月27日

株 式 会 社 ＤＰＧホールディングス

　取 締 役 会　御 中

　

ア　ス　カ　監　査　法　人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　　中　　大　　丸　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　法　　木　　右　　近　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社DPGホールディングスの平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社DPGホールディングス及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　　１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、多額の営業損失及び当期純損失を計上して債務超過と

　　　　なっており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に

　　　　記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結

　　　　財務諸表には反映していない。

　　２．「重要な後発事象」に記載のとおり、会社は平成21年2月2日開催の取締役会において、連結子会社である株式

　　　　会社データプレイスの株式売却を決議し、同日売却した。

　　３．「重要な後発事象」に記載のとおり、会社は平成21年3月27日開催の定時株主総会で資本金及び資本準備金の減

　　　　少に関する決議を行っている。

　　４．「重要な後発事象」に記載のとおり、会社は平成21年3月27日開催の定時株主総会で新株予約権を発行する旨の

　　　　決議を行っている。

 

　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

(※)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

平成20年３月28日

株 式 会 社 データプレイス

　取 締 役 会　御 中

　

ア　ス　カ　監　査　法　人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　　中　　大　　丸　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　法　　木　　右　　近　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社データプレイスの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

データプレイスの平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

　
追記情報

１．　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況に記載のとおり、会社は多額の営業損失及び当期純損失

を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に

記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には

反映していない。

２．　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成20年１月17日開催の取締役会において第三者割当による新株式発行

を決議し、平成20年２月１日に払込が完了した。

３．　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成19年12月28日開催の取締役会において株式会社メディカルネットバ

ンクの医療情報処理サービスを譲受けることを決議し、平成20年１月４日に譲受けた。

４.　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成20年２月26日開催の取締役会において平成20年３月28日開催予定の

定時株主総会で承認されることを条件として平成20年４月１日を期日に会社分割を行い純粋持株会社へ移行する

ことを決議した。

５．　重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成20年２月26日開催の取締役会において株式会社フォト・ウェーブを

株式交換により完全子会社化とすることを決議し、株式交換契約を締結した。

　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

(※)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　

EDINET提出書類

株式会社　ＤＰＧホールディングス(E05531)

有価証券報告書

93/94



独立監査人の監査報告書

平成21年３月27日

株 式 会 社 ＤＰＧホールディングス

　取 締 役 会　御 中

　

ア　ス　カ　監　査　法　人

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　　中　　大　　丸　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　法　　木　　右　　近　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社DPGホールディングスの平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社Ｄ

ＰＧホールディングスの平成20年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　　１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、多額の営業損失及び当期純損失を計

　　　　上して債務超過となっており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状

　　　　況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成

　　　　されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

　　２．「重要な後発事象」に記載のとおり、会社は平成21年2月2日開催の取締役会において、連結

　　　　子会社である株式会社データプレイスの株式売却を決議し、同日売却した。

　　３．「重要な後発事象」に記載のとおり、会社は平成21年3月27日開催の定時株主総会で資本金及

　　　　び資本準備金の減少に関する決議を行っている。

　　４．「重要な後発事象」に記載のとおり、会社は平成21年3月27日開催の定時株主総会で新株予約

　　　　権を発行する旨の決議を行っている。

 

　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

(※)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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